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１　基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本理念の考え方） 

こどもたちが幸せでいることや、そこから広がる笑顔は、世代を超えたにぎわいを生み、多くの人を

幸せにする力があります。そこで、まずこどもに笑顔（幸せ）になってもらいたいという思いから、本

市の施策はこども・教育から始めます。 

また、こども基本法では、「こども」を「心身の発達の過程にある者」としており、年齢で必要な支援

がとぎれないよう、こどもや若者のそれぞれの状況に応じて社会で幸せに暮らしていけるように支えて

いくこととされています。 

本基本理念の実現をめざし、こども・若者に関わる施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、社

会のすべての主体が連携・協力し、支援の輪を広げることで、妊娠期から就学前、就学期、若者まで切

れ目のない支援体制を構築し、本市こども・若者施策のより一層の充実を図ります。そして、すべての

こども・若者の今と将来にわたる幸せを実現できる社会をこども・若者とともに創っていきます。 

 

２　基本目標 

 

１．親と子のいのちと健康を守る 

妊娠・出産・子育て期を安心して過ごせるよう、こどもと保護者の心身の健康と幸せを第一に考え、

母子保健と児童福祉の両部門が連携・協働し、妊娠・出産・乳幼児の子育て期まで一貫した支援を行い

ます。身近で気軽に相談できる体制を整え、寄り添ったサポートを行うことで子育て世帯の負担を軽減

し、こどもたちの豊かで健やかな成長を支えます。 

 

２．こどもたちを社会全体で健やかに育む 

こどもたちを社会全体で育むため、地域などでこどもたちの体験の場や保護者の交流の機会を充実さ

せます。一人ひとりのこどもを真ん中において、家庭、学校、地域、職域、その他の社会のすべての人

が、各々の役割を果たすとともに、相互に協力しながら、みんなでこどもたちの育ちと子育てを応援し

ます。  

すべてのこどもたちに最良のスタートを 

～こども・若者の幸せをみんなで実現するまちづくり～
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３．こどもが主体となる教育保育を提供する 

こどもたちの健やかな成長のため、こども一人ひとりの安心感と信頼感が土台となり、主体性や意欲・

自信・好奇心・探究心といった一人ひとりの資質・能力を育むことができるよう、すべてのこどもに対

して、こどもが主体となる教育保育を実施するとともに、すべての就学前教育保育施設が連携して、質

の高い教育保育環境を提供します。 

さらに、希望する施設を利用できる環境をつくるため、保育所等の待機児童ゼロの継続と、入所保留

児童の減少に向けて取り組むとともに、留守家庭児童育成クラブの待機児童の解消を図ります。 

 

４．こども・若者の健やかな成長と自立を支援する 

こども・若者一人ひとりが自分らしく充実感を持って社会生活を営むことができるよう、主体的な学

びや育ちを習得できる教育環境を充実させます。また、互いの個性を尊重し、つながりを大切にした協

働的な学びや育ちを実現するために、異なる世代や集団と交流・体験する機会を創出します。 

 

５．こども・若者の多様性を尊重し、困難を有するこども・若者とその家 

族を支援する 

障がいのあるこども・若者、外国にルーツをもつこども・若者などがともに育ち学び、多様性を尊重

し合える共生社会を推進します。また、こども・若者が希望を持ち社会で過ごせるよう、ひきこもり・

不登校の状態にあるこども・若者や、生きづらさを抱えるこども・若者に対し必要な支援を行います。 

さらに、ヤングケアラー（※）や貧困の状態にある子育て家庭、ひとり親家庭への支援など、こども

の養育や経済面で困難を有するこども・若者、子育て家庭を支援します。 

 

６．こども・若者の権利を守り、意見表明・参加できる機会を保障する 

子どもの権利条約やこども基本法の理念に則り、こどもや若者の人権を尊重する社会づくりを進める

ため、こどもの人権についての啓発や相談、支援体制を充実させます。 

また、こども・若者に関する政策について、ともにまちをつくる主体としてこどもや若者などが意見

を表明や参加できる機会を保障し、こどもや若者の最善の利益を優先して反映します。 

 

【参考】 

※ヤングケアラー…家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認められるこども・若者のことを
ヤングケアラーといいます。 
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３　計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜基本理念＞ 

すべてのこどもたちに最良のスタートを 

～こども・若者の幸せをみんなで実現するまちづくり～ 

 
 

基本目標１　親と子のいのちと健康を守る 

基本目標２　こどもたちを社会全体で健やかに育む  

基本目標３　こどもが主体となる教育保育を提供する 

基本目標４　こども・若者の健やかな成長と自立を支援する 

基本目標５　こども・若者の多様性を尊重し、困難を有するこど
も・若者とその家族を支援する 

基本目標６　こども・若者の権利を守り、意見表明・参加できる
機会を保障する

第４章　施策の展開

 
 
 
 

（教育保育、地域子ども・子育て支援事業）

第５章　事業計画 

量の見込みと提供体制の確保

第６章　就学前教育保育施設のあり方
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第４章

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の展開 
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重点施策・施策体系 

 

本計画においては、こども・若者を取り巻く現状と課題を踏まえ、次のとおり重点施策を展開します。

重点施策に係る具体的な取り組みやその内容については、基本目標ごとに記載しています（85 ページ以

降）。 

なお、具体的な施策展開にあたっては、各年度の予算に応じて、追加・削除する可能性があります。 

 
１．親と子のいのちと健康を守る 

（１）妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援   

➊ 母子保健サービスの提供  

● 産前・産後ヘルパー派遣事業実施  ● 産後ケア事業実施 

● 母子保健と児童福祉の連携強化 
 

（２）保護者に寄り添った相談支援   

➊ 相談支援の提供  

● 子育てコーディネーター事業実施 

 
２．こどもたちを社会全体で健やかに育む 

（１）多様な子育て支援施策の提供    

➊ 子育てに関する相談・学習機会等の拡充   

● 【再掲】子育てコーディネーター事業実施 

➋ 子育て支援ネットワークの推進 

➌ 子育て家庭の経済的な負担の軽減  
 

（２）安心して過ごせる場の確保と遊びや学び、体験活動の充実  

➊ こどもや保護者が安心して過ごせる場の確保 

➋ こどもの多様な体験や学びの機会の充実   

● 【新規】学校等を活用したこどもの居場所づくり   

● 【新規】多様な学びの機会の拡充 　● 市内中学校における部活動の社会移行の推進 

 
３．こどもが主体となる教育保育を提供する 

（１）就学前の教育保育環境の整備   

➊ 就学前の教育保育施設の整備・充実   

● 【新規】こども誰でも通園制度の運用 
 

➋ 就学前教育・保育の質の向上に関する取組の推進   

● 【新規】就学前教育保育の拠点施設の取組実施 
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（２）多様な保育サービスの提供   

➊ 多様な保育サービスの提供 

➋ 放課後児童対策の充実  

● 【新規・再掲】学校等を活用したこどもの居場所づくり 
 
（３）子育てと仕事の両立の推進  

➊ 性別に関わらず誰もが家庭と仕事を両立できる社会づくり   

➋ 子育てと仕事が両立できる働き方の促進 

➌ 多様な働き方の支援  

 
４．こども・若者の健やかな成長と自立を支援する 

（１）生きる力の育成と社会関係の構築  

➊ 教育環境の充実 

● 【新規】川西の教育アクションプラン実践事業の充実 

● 【新規】小中学校体育館への空調設備の設置推進 
 

➋ 多様な文化や価値観の理解と体験・交流の促進   

● 地域の活動スペースの充実 
 

（２）充実した社会生活を営むことができるようにするための支援 

➊ 就労への支援 

➋ 文化・スポーツ活動等の応援 

● 文化・スポーツ活動等の応援 

 

（３）こども・若者が安全に安心して暮らせる環境整備  

➊ こども・若者の交通安全を確保するための活動の推進 

➋ こども・若者を犯罪や災害等の被害から守るための活動の推進 

➌ こども・若者が安心して生活できる環境づくり 

 
５．こども・若者の多様性を尊重し、困難を有するこども・若者とその家族を支援する 

（１）こども・若者の多様性を尊重し合える社会づくり   

➊ セクシュアルマイノリティ、外国にルーツをもつこども・若者への支援 

➋ 障がいのあるこどもへの支援 

➌ ひきこもり・不登校などへの支援 

● 校内サポートルームの拡充 ● 【新規・再掲】多様な学びの機会の拡充 
 

（２）困難を有するこども・若者とその家族の支援   

➊ ひとり親家庭への支援 

➋ ヤングケアラーへの支援 
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➌ 児童虐待防止策の充実  

● 【再掲】母子保健と児童福祉の連携強化 

➍ 経済的に困難を有するこども・若者とその家族の支援 
 

６．こども・若者の権利を守り、意見表明・参加できる機会を保障する 

（１）こども・若者が意見表明・参加できる機会の保障   

➊こども・若者参加条例の周知  

● 【新規】こども・若者参加条例の周知 

➋ こども・若者の意見表明・参加の機会の充実 

● 【新規】こども・若者参加条例を踏まえた事業の実施 
 

（２）こどもの人権を尊重する社会づくり   

➊ こどもの人権学習機会の促進  

● 人権課題に関する学習機会の充実 

 

（３）こどもたちの相談・支援体制の充実  

➊ 子どもの人権オンブズパーソン事業 
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基本目標１　親と子のいのちと健康を守る  

（１）妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援 

❶　母子保健サービスの提供　 

各種健診や訪問事業等を通して母子とその家族を支援し、適切なサービスが提供できるよう、その環

境整備に努めます。 

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 
１

治療費・検査費の助成
事業（不育症・不妊治
療ペア検査）の実施

不育症の治療費及び検査費・夫婦で
受けた一般不妊治療のために必要
な検査費の一部を助成する。

妊娠前
保健センター・ 
予防歯科センター

 

２ 妊婦歯科健診の実施

この時期に大切な歯周病予防と、こ
どもの生涯の歯と口の健康のため
に今できることを指導することで、
母子ともに健康な歯と口の健康維
持をめざす。

妊娠期
保健センター・ 
予防歯科センター

 

３
母子健康手帳の交付
及び支援

妊娠・出産・子育て期にわたって安
心して過ごせるように、保健師等が
妊婦と面接を行い、母子健康手帳を
交付し、相談・保健指導を行うとと
もに各種制度や子育て関連情報を
説明する。

妊娠期・ 
出産

保健センター・ 
予防歯科センター

 
４

妊婦健康診査費の拡
充

妊婦健康診査費用の助成を拡充す
る。

妊娠期・ 
出産

保健センター・ 
予防歯科センター

 

５
助産施設入所委託の
実施

保健上必要があるにもかかわらず、
経済的な理由により入院し助産を
受けることができない場合、助産施
設に入所し、出産できるよう支援す
る。

妊娠期・ 
出産

こども若者 
相談センター

 
６ 産科医療の環境整備

妊産婦が安心して安全なお産がで
きるよう、適切な医療の提供を行
う。

妊娠期・ 
出産

保健・医療 
政策課

 
７

かかりつけ医等の普
及と定着

市広報誌の活用をはじめ、インター
ネットによる情報発信等、様々なＰ
Ｒ媒体による広報活動に努める。

妊娠期・ 
出産・ 

乳幼児期

保健・医療 
政策課

 

８
妊婦・子育て家庭への
伴走型支援と経済的
支援の一体的実施

妊娠届出時から妊婦や子育て家庭
に対し、妊娠・出産・育児を通して
個々の家庭の状況に応じ、寄り添っ
た支援を行う。また、妊娠時と出産
時に経済的支援を実施する。

妊娠期・ 
出産・ 

乳幼児期

こども若者相談センター 
保健センター・ 
予防歯科センター

 

９
【重点】産後ケア事
業、産前・産後ヘルパ
ー派遣事業の実施

必要な方に対し、助産師の訪問や協
力医療機関などへの宿泊等を提供
し、保健指導等の支援を実施する。 
また、妊娠中から出産後において、
ヘルパーを派遣し、家事や育児の支
援を行う。

妊娠期・ 
出産・ 

乳幼児期

保健センター・ 
予防歯科センター

 

10
各種教室（妊娠中・離
乳食や幼児食・歯科や
育児）の実施

妊娠中の母親学級や両親学級、プレ
パパ＆ママの離乳食教室、子育て中
のもぐもぐ離乳食教室や歯科の教
室など、妊娠期から子育て期間に渡
る様々な教室を開催する。

妊娠期・ 
乳幼児期

保健センター・ 
予防歯科センター
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（２）保護者に寄り添った相談支援 

❶　相談支援の提供　 

子育て家庭の不安や負担感を軽減することができるよう、専門的な相談につなぐなど適切な相談支援

に努めます。 

№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 

11
訪問事業（妊婦・新生
児・産婦・乳幼児・健
診未受診）の実施

希望する方や必要な方へ家庭訪問
を行い、健康や子育てなどの相談・
助言を行う。また、乳幼児健康診査
が未受診の場合に訪問し、状況把握
に努める。

妊娠期・ 
乳幼児期

保健センター・ 
予防歯科センター

 

12
【重点】母子保健と児
童福祉の連携強化

妊娠期から子育て期にわたり母子
保健や育児に関する相談を受け指
導を行うほか、妊産婦及び児童の福
祉に関し、必要な実情の把握を行
い、支援を必要とする妊産婦や家庭
に対して、利用可能な母子保健・福
祉サービスなどを提案し、サポート
プランの作成を行うなど、包括的な
支援を実施する。

妊娠期・ 
出産・ 

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども若者相談センター 
保健センター・ 
予防歯科センター

 
13

乳幼児健康診査（４か
月、10 か月、1 歳６
か月、３歳）、歯科健
診・教室の実施

乳幼児の健康の保持及び増進のた
め、疾病または異常の早期発見に努
め、相談や助言を行う。

乳幼児期
保健センター・ 
予防歯科センター

 
14 就学までの継続支援

３歳児健康診査の終了後において
も、5 歳児発達相談事業等で、関係
機関と連携しながら、相談を実施す
る。

乳幼児期
保健センター・ 
予防歯科センター

 15
未熟児養育医療費の
給付

未熟児養育医療制度に基づき、医療
費等を給付する。

乳幼児期
保健センター・ 
予防歯科センター

 
16

障がい児歯科診療の
実施

一般の歯科医院では治療が困難な
方の歯科診療、定期歯科健診、指導
を行う。

乳幼児期・
学童期

保健センター・ 
予防歯科センター

 
17

阪神北広域こども急
病センターの周知

夜間・休日でのこどもの初期救急対
応として、阪神北広域こども急病セ
ンターでの診療や電話による小児
救急医療相談の周知を図る。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期 

(15 歳以下で中学生まで)

保健・医療 
政策課

 
18 定期予防接種の推進

国における定期予防接種化等の制
度変更に適切に対応し、接種機関の
確保等の体制づくりとともに、市民
への周知を図る。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

保健センター・ 
予防歯科センター

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１ 心の相談の充実

日常生活のストレス、ひきこもりな
どで、精神に障がいを来す恐れのあ
る人及びその家族に対して、専門医
と精神保健福祉士などが相談に応
じる。

全年齢 障害福祉課

 

２
【重点】子育てコーデ
ィネーター事業の実
施

妊娠期から、乳幼児期にかけて、そ
の保護者とこどもに対し、子育てコ
ーディネーターが、子育てに関する
相談に応じ、必要な情報を提供する
とともに、必要な地域資源に繋げ
る。

妊娠期・ 
出産・ 

乳幼児期

こども若者 
相談センター
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№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 

３
障害児相談支援の実
施

在宅の障がい児の地域生活を支援
するため、障がい児の心身の状況や
環境、障がい児及びその保護者の意
向を聴取し、障害児支援利用計画を
作成するとともに、福祉サービス等
の利用に関する援助・調整や相談を
行う。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども支援課

 

４
利用者支援事業の実
施

妊婦・こども・保護者等がその選択
に基づき、教育・保育・保健その他
の子育て支援を円滑に利用できる
よう、相談や情報提供、子育て支援
活動のネットワークづくり等、必要
な支援を行う。関係課がそれぞれの
役割を分担し、事業を実施する。

乳幼児期

こども若者相談センター 
入園所相談課 
保健センター・ 
予防歯科センター

 

5
家庭総合相談事業の
実施

18 歳未満のこどもを養育している
家庭の相談に応じる。また、必要に
応じ、各関係機関と連携を図り、一
人ひとりに対応した子育て支援を
行う。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども若者 
相談センター
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基本目標２　こどもたちを社会全体で健やかに育む 

（１）多様な子育て支援施策の提供 

❶　子育てに関する相談・学習機会等の拡充　 

身近なところで子育て中の保護者とこどもが気軽に集まれる場所を増やし、個々のニーズに応じた子

育てに関する相談支援や情報提供が行えるようにします。 

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
【重点】【再掲】子育
てコーディネーター
事業の実施

妊娠期から、乳幼児期にかけて、そ
の保護者とこどもに対し、子育てコ
ーディネーターが、子育てに関する
相談に応じ、必要な情報を提供する
とともに、必要な地域資源に繋げ
る。

妊娠期・ 
出産・ 

乳幼児期・
学童期

こども若者 
相談センター

 

２
こんにちは赤ちゃん
訪問事業の実施

生後４ヶ月までの乳児がいる家庭
を、子育てコーディネーターが訪問
し、子育て相談に応じ、子育て情報
を提供する。また、訪問時に絵本を
プレゼントし、絵本を通した保護者
とこどもの絆づくりを促す。

乳幼児期
こども若者 

相談センター

 

３

子育て交流会「あかち
ゃんといっしょかわ
にしプログラム」の実
施

生後２ヶ月から５ヶ月までの第１
子の母親を対象に、連続４回の川西
市オリジナルプログラムを提供し、
参加者に、子育てに関する知識と情
報を提供しながら、交流を促し、子
育てに関する不安の軽減と、仲間作
りを図る。

乳幼児期
こども若者 

相談センター

 

４
【再掲】利用者支援事
業の実施

妊婦・こども・保護者等がその選択
に基づき、教育・保育・保健その他
の子育て支援を円滑に利用できる
よう、相談や情報提供、子育て支援
活動のネットワークづくり等、必要
な支援を行う。関係課がそれぞれの
役割を分担し、事業を実施する。

乳幼児期

こども若者相談センター 
入園所相談課 
保健センター・ 
予防歯科センター

 
５

地域子育て支援拠点
の運営

こどもとその保護者に交流の機会
や子育て関連情報を提供するとと
もに、保育士や相談員が子育てに関
する相談に応じる。

乳幼児期

こども若者相談センター 
入園所相談課
教育保育課 

こども政策課

 

6
子育てに関する学習
機会の充実

多胎児・0 歳児、異年齢交流会等の
子育て支援講座を開催し、こどもと
保護者、こども同士、保護者同士が
交流しながら学び集う場を提供す
る。

乳幼児期
こども若者相談センター 

教育保育課 
こども政策課

 

7
子育て情報提供の充
実

子育て支援情報などを発信するア
プリを運用する。 
また、子育て支援情報を始め、保育
所や幼稚園等、子育てに関する多く
の情報を冊子にまとめ、市内すべて
の子育て中の方に無料で配布する。

乳幼児期
こども政策課 

こども若者相談センター

 

8
民生委員・児童委員の
活動

地域における子育て支援の充実を
図るため、児童福祉に精通した民生
委員・児童委員、主任児童委員が子
育て相談や見守りなど、子育て支援
を行う。

乳幼児期 地域福祉課

 ９
乳幼児向け救急救命
法講習会の開催

０～１歳 11 ヶ月のこどもと保護者
を対象に、災害等の事故に遭遇した

乳幼児期
こども若者 

相談センター
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❷　子育て支援ネットワークの推進　 

地域社会全体でこどもを見守り育てる意識の醸成やネットワークづくりを進めるとともに、地域のこ

どもたちの健やかな成長を促す環境整備を行います。 

№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 ときにすみやかに対処出来るよう、
心肺蘇生法・AED の使用方法・誤飲
の対処法等について、救急救命士よ
り学ぶ。

 

10
かわにし子育てフェ
スティバルの実施

子育てに関わる機関や団体が企画
運営し、毎年１回開催する。内容は、
おもちゃ作り、人形劇等の交流の場
を提供しながら、子育て相談に応
じ、子育て情報の提供を行って、子
育てを支援する。

乳幼児期・
学童期

こども若者 
相談センター

 

11
養育支援訪問事業の
実施

養育支援が必要であると判断した
児童及びその保護者、又は特定妊婦
に対し、養育が適切に行われるよう
専門員が養育に関する相談、指導、
助言など支援を図る。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども若者 
相談センター 
保健センタ

ー・予防歯科
センター

 

12
【再掲】家庭総合相談
事業の実施

18 歳未満のこどもを養育している
家庭の相談に応じる。また、必要に
応じ、各関係機関と連携を図り、一
人ひとりに対応した子育て支援を
行う。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども若者 
相談センター

 
13

子育て世帯訪問支援
事業の実施

家事・育児等に対して、不安や負担
を抱える子育て家庭等に対し、ヘル
パー等を派遣し、当該家庭の抱える
諸問題の軽減及び解決を図る。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども若者 
相談センター

 
14

ペアレント・トレーニ
ング受講機会の提供

発達が気になるこどもを持つ保護
者や、こどもとの関わり方に悩む保
護者を対象に子育てのコツを学ぶ
講習会を実施する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども支援課

 
15

虐待防止のための子
育て講座の実施

赤ちゃんを迎える父母やこどもと
の関わり方に悩む保護者を対象に
子育てのコツを学ぶ講習会を実施
する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども若者 
相談センター

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 
１

すくすくベビールー
ムの周知

子育て家族が外出しやすい環境づ
くりを推進するため、授乳やおむつ
交換可能なスペースを確保してい
る施設を市に登録し広く公表する。

乳幼児期
こども若者 

相談センター

 
２ 一時保育の推進

子 育て 中 の 男女 が 講座 受 講 など
様々な活動に参加できるよう保育
体制の整備に努める。

乳幼児期・
学童期

人権推進多文化共生課 
こども若者相談センター

 

３
地域子育て支援事業
の実施

地域子育て支援担当保育士を配置
し、プレイルームの開設や子育て講
座・講演会等を実施する。また、園
庭開放や子育て相談、親子での保育
所体験会等を実施し、在宅で子育て
をしている家庭を支援する。

乳幼児期・
学童期

教育保育課

 

４
子どもの読書活動推
進協議会の運営

「ブックスタート」をはじめとする
子どもの読書活動の推進を図るた
め、関連機関との連絡調整に努め
る。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

中央図書館
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❸　子育て家庭の経済的な負担の軽減　 

子育て世帯の経済的な負担を軽減するため、妊娠や出産、医療費、教育保育など、子育てのそれぞれ

の場面において、各種手当等の経済的支援を行います。 

なお、今後も市の財源確保を行い、社会環境の変化に応じ、支援策の拡充を検討します。 

№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 
５

ボランタリー活動支
援

子育て支援にかかるボランティア
の育成や、一時保育ボランティアの
派遣など、子育てにかかるボランテ
ィア事業の充実を図る。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

地域福祉課

 

6
学校運営協議会の質
的向上

市内全校園において学校運営協議
会を設置し、地域の代表者と学校教
職員とで年に数回協議を行う中で、
学校と地域の連携協働を進めてい
く。

学童期・ 
思春期

教育保育課

 

7
地域学校協働本部の
設置

市内全校園で、地域学校協働活動の
コーディネーターとなる支援員を
選出し、その中から中学校区の代表
１名を、中学校区全体を統括する推
進員として選出する。その支援員と
推進員を中心に、地域団体が緩やか
なネットワークを構築し、各地域の
特色を生かした活動を推進する。

学童期・ 
思春期

教育保育課

 

8
子ども・若者支援地域
協議会の開催

困難を有するこども・若者やその家
族に対して、子ども・若者支援地域
協議会を構成する福祉や保健、教
育、雇用等の機関が、それぞれの専
門性を活かして連携し、一人ひとり
に対応した支援を行う。

中学校卒業以上 
40 歳未満

こども若者 
相談センター

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 
１

【再掲】妊婦健康診査
費の拡充

妊婦健康診査費用の助成を拡充す
る。

妊娠期・ 
出産

保健センター・ 
予防歯科センター

 
2

出産育児一時金の支
給

国民健康保険加入者が出産した場
合、出産育児一時金を支給する。

出産
国民健康 
保険課

 

3
保育料の無償化及び
多子軽減の実施

3～5 歳児の保育料と 0～2 歳児の
生活保護世帯、住民税非課税世帯の
保育料を無償とするほか、多子世帯
の軽減（第 2 子半額、第 3 子以降無
償）を行う。

乳幼児期 入園所相談課

 

4

無償化の対象施設と
なっていない多様な
集団活動等への利用
給付

地域子ども・子育て支援事業とし
て、就学前のこどもを対象とした多
様な集団活動を利用する幼児にか
かる利用料への給付を行い、保護者
の経済的負担の軽減を図る。

乳幼児期 入園所相談課

 
5

乳幼児等医療費の助
成

０歳児から小学３年生の乳幼児等
の通院・入院医療費の全部を助成す
る。

乳幼児期・
学童期

医療助成・ 
年金課

 

6 児童手当の支給

国制度に基づき、次代の社会を担う
こども一人ひとりの育ちを社会全
体で応援する観点から、高校生年代
までの児童を養育している人を対
象に支給する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども支援課

 7 子育て世帯の市営住
中学校を卒業するまでの子と同居
している者を対象に、原則 10 年を

乳幼児期・
学童期・ 住宅政策課
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（２）安心して過ごせる場の確保と遊びや学び、体験活動の充実 

❶　こどもや保護者が安心して過ごせる場の確保　 

公共施設における事業実施や施設・遊び場の開放、交流の場を提供すること等を通じて、こどもたち

が安全で安心に過ごせる場の確保を進めます。 

№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 宅期限付入居制度の
実施

期間とした期限付住宅の入居者募
集を行う。（所得制限あり。）

思春期

 

8
留守家庭児童育成ク
ラブ育成料の減免

こどもが留守家庭児童育成クラブ
に入所している人を対象に、一定の
基準に応じて、育成料の全部または
一部を減免するとともに、多子世帯
の育成料の軽減を行う。

学童期 入園所相談課

 

9 こども医療費の助成

小学４年生から中学３年生のこど
もの通院・入院医療費と高校３年生
（高等学校などに通っていない方
も対象）までの入院医療費の全部を
助成する。

学童期・ 
思春期

医療助成・ 
年金課

 
10

空き家改修費用の助
成

若年・子育て世帯が、自己の居住用
に市内の空き家を取得して改修す
るとき、その改修工事費用の一部を
助成する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期・ 
青年期

住宅政策課

 
11

ニュータウンへの子
育て世帯等の転入・定
住の推進

若年・子育て世帯が暮らしやすい良
質な新築・中古住宅取得等にかかる
費用の一部を助成する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期・ 
青年期

住宅政策課

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 
１

知明湖キャンプ場管
理・運営

キャンプ、自然体験活動を通して、
自然を満喫することができる場を
管理・運営する。

全年齢
文化・観光・
スポーツ課

 
２

【再掲】地域子育て支
援拠点の運営

こどもとその保護者に交流の機会
や子育て関連情報を提供するとと
もに、保育士や相談員が子育てに関
する相談に応じる。

乳幼児期

ども若者相談センター 
入園所相談課
教育保育課 

こども政策課

 
３ 遊び場の開放

親子や児童が安心して集まれる身
近な場として遊戯室（乳幼児期）や、
体育室（乳幼児期、学童期）を開放
する。

乳幼児期・
学童期

こども政策課

 

4
久代児童センターの
運営

市内に居住する 0～18 歳未満のこ
どもやその保護者対象に、子育て支
援や健全育成に資する事業を実施
するセンターを運営する。 
また、同センターの今後のあり方に
ついて検討する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども政策課

 
5

公民館講座の実施、自
習室の開設

公民館講座を実施するとともに、夏
休み等の長期休暇期間中に空き室
を自習室として開放する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

公民館

 

6 図書館の運営

司書の選定した絵本や児童図書、子
育てに関する図書を収集、整理、保
存し、貸し出しを行うとともに、閲
覧の場を提供する。 
また、電子図書館に児童向けコンテ
ンツや育児関連コンテンツを拡充

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

中央図書館
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❷　こどもの多様な体験や学びの機会の充実　 

地域団体やボランティア等の協力を得ながら、こどもたちに学習や体験の場を提供することにより、

豊かな人間性や社会性を育む機会を創出します。 

№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 し、来館不要の読書環境を提供す
る。

 
7

特色ある公園づくり
の推進

地域にとってより愛着の持てる公
園をめざして、地域が主体となった
公園の利用ルールの見直しの取組
への支援を進める。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

公園緑地課

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
文化財関連講座の実
施

文化財に関する教室や昔遊び等の
体験講座を実施する。広報誌等を通
じて一般公募した参加者とともに、
史跡巡りハイキングやスタンプラ
リーを実施する。

全年齢 生涯学習課

 
２

黒川里山センターの
管理・運営

黒川地区における豊かな自然環境
と里山の保全、教育の振興及び観光
の推進を行うセンターの管理・運営
を図る。

全年齢
文化・観光・
スポーツ課

 

３

食育の推進

市健幸まちづくり計画（市食育推進
計画）に基づき、健康、消費生活、
産業振興、農政、美化推進、教育・
保育、地域団体、事業者など多方面
と連携を取り合うことで、広範囲に
わたる食育推進を図る。

全年齢
保健センター・ 
予防歯科センター

 
４

学校園所での様々な活動を通じて、
発達段階に応じた食に関する知識
と食を選択する力の習得、健全な食
生活の実践につなげます。

乳幼児期
給食課、教育

保育課

 5
学童期・ 
思春期

給食課、教育
保育課

 
６ 幼児教室の開催

遊びや体験を通して楽しみながら
保護者同士の交流できる場を開催
する。

乳幼児期 こども政策課

 
７

食べきりラリーの実
施

幼児期から食品ロス削減とごみの
減量を意識付けるため、給食やお弁
当を食べ残さない体験をする。

乳幼児期 美化推進課

 
８ おはなし会の実施

主に乳幼児から小学生を対象に、絵
本の読み聞かせ等を行うおはなし
会を実施する。

乳幼児期・
学童期

中央図書館

 
９

こども向けごみ学習
会の実施

紙芝居やペットボトルの分別体験
など、年代にあわせた内容で、ごみ
の減量や分別について学習する。

乳幼児期・
学童期

美化推進課

 
10 ふクレルの実施

サイズアウトしたこども服を市内
で有効活用し、子育て支援・ごみ減
量意識の向上につなげる。

乳幼児期・
学童期

美化推進課

 

11
青少年団体活動への
支援

広く市民を対象として実施される
青少年の健全育成に関する事業や
青少年地域活動団体の指導者の養
成に必要な研修の受講に対して補
助金を交付し、活動を支援する。 
スポーツ少年団への補助金交付を
行い、青少年の健全育成を図る。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども政策課・ 
文化・観光・スポーツ課
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№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 

12

学校・地域の連携推進

市内全校園で、地域学校協働活動の
コーディネーターとなる支援員を
選出し、その中から中学校区の代表
１名を、中学校区全体を統括する推
進員として選出する。その支援員と
推進員を中心に、中学校区単位や学
校単位で地域と学校それぞれの活
動における連携・協働を推進する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

教育保育課

 

13

トライやるウィーク等の職業体験、
学校園所等を対象とした団体貸出
の拡充、電子図書館の学校連携等に
より、学校・地域との連携を推進す
る。

中央図書館

 

14
こどもの居場所に関
する支援や情報発信

川西市社会福祉協議会と連携し、こ
ども食堂や学習支援などのこども
の居場所づくりの活動を行う団体
への支援を行うほか、各取組の情報
発信に取り組む。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども政策課

 

15 読書支援

マルチメディアデイジー図書の提
供や、学校園所等を対象とした団体
貸出の拡充、電子図書館の学校連携
等により、誰もが読書に親しむ機会
を提供する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

中央図書館

 

16
消費者啓発活動の実
施

「夏休みくらしの親子講座」を通じ
て、金銭感覚や食生活、環境に配慮
した消費者行動などの生活全般の
基本的な知識を学習する機会を提
供する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

消費生活 
 センター 

 
17 児童教室の開催

こどもたちの創造性を育み、健全な
遊びをとおしての「なかまづくり」
を進める。

学童期 こども政策課

 

18
里山体験学習事業の
実施

市内の小学 4 年生を対象に、黒川地
区を舞台に様々な施設・自然保護ボ
ランティアから協力を得ながら、里
山を通じて環境学習や郷土大切に
する心情を深める。

学童期 教育保育課

 
19

キッズ　り・ぼ・んの
実施

こども向けのごみの減量や環境体
験学習と、こどもたちだけで開催す
るフリーマーケットを実施する。

学童期 美化推進課

 

20
エコクッキングの実
施

民間企業と協働で、小学生と保護者
を対象に、調理過程でできる食品残
渣や使用エネルギーについて考え
る環境イベントを開催し、実際に調
理体験を実施する。

学童期 美化推進課

 
21

【重点】【新規】学校
等を活用したこども
の居場所づくりの実
施

学校施設を活用し、安全・安心な居
場所を提供することで、大人が見守
りを行う放課後児童居場所づくり
事業を実施する。

学童期 入園所相談課

 
22

きんたくん学びの道
場の実施

児童の学習習慣を定着させる手立
ての一つとして、放課後学習事業
「きんたくん学びの道場」を実施す
る。

学童期・ 
思春期 

(中学生まで)
教育保育課

 
23

地域スポーツクラブ
(スポーツクラブ 21)
等の支援

スポーツ少年団への補助金交付や
各スポーツクラブ 21 との相互連
絡・協議を行うことで、青少年の健
全育成を図る。

学童期・ 
思春期

文化・観光・
スポーツ課
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№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 24
夏休み特別事業の実
施

夏休みにこどもを対象とした図書
館員体験等の行事を開催する。

学童期・ 
思春期

中央図書館

 
25

【重点】【新規】多様
な学びの機会の拡充

川西市型の多様な学び方のあり方
を調査研究し、児童生徒への支援体
制の充実を図る。

学童期・ 
思春期

教育保育課

 

26
【重点】市内中学校に
おける部活動の社会
移行の推進

これまで中学校で行われてきた部
活動を、持続的にスポーツ、文化・
芸術に親しむ機会へと転換させる
ため、各種協会や民間団体、教職員、
保護者などと連携しながら、地域ク
ラブとしての活動へと移行してい
く。

思春期 
(中学生のみ)

教育保育課

 

27
地域に学ぶ「トライや
る・ウィーク」事業の
実施

市内中学２年生全員が、５日間学校
を離れて地域の事業所や様々な活
動場所で、体験的学習を行う。 
「心の教育」を中心とした全県的な
取り組みで、地域と学校・生徒・保
護者が協力体制を構築する。

思春期 
(中学生のみ)

教育保育課

 
28

地域に学ぶ「トライや
る・ウィーク」におけ
る保育所等での受入
れ

保育所等において、中学２年生の
「トライやる・ウィーク」の活動受
け入れを行い、中学生と乳幼児とが
直接ふれあう機会を提供する。

思春期 
(中学生のみ)

教育保育課
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基本目標３　こどもが主体となる教育保育を提供する 

（１）就学前の教育保育環境の整備 

❶　就学前の教育保育施設の整備・充実　 

女性の就業率の上昇に伴う教育・保育ニーズの変化や国の新たな制度に対応するため、こどもたちの

年齢や地域ニーズ等に応じた教育保育環境の整備を進めます。 

 
 

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
就学前教育保育施設
の整備・定員確保

令和 10 年度開設をめざし、市立幼
稚園と市立保育所を一体化した幼
保連携型認定こども園を２施設整
備する。また、保育需要に対応する
定員確保は、民間事業者と連携し取
組を進める。 
定員に満たない１号認定と、増加が
見込まれる２号認定の推移を考慮
しながら適宜 1 号・2 号の定員変更
を行う。また、各施設にて弾力的な
運用により定員を超えた受け入れ
を行っているため、保育ニーズの動
向を考慮しつつ、定員内での受け入
れに努める。

乳幼児期
こども政策課 
入園所相談課

 

２
【重点】【新規】こど
も誰でも通園制度の
運用

すべてのこどもの育ちを応援し、こ
どもの良質な成育環境を整備し、す
べての子育て家庭に対して、多様な
働き方やライフスタイルにかかわ
らない形での支援を強化するため、
月一定時間までの利用可能枠の中
で、就労要件を問わず時間単位で柔
軟に利用できる制度を令和8年度か
ら実施する。

乳幼児期
こども政策課 
入園所相談課

 
３

教育保育施設の安全
確保と設備の充実

施設の安全の確保及び保育の環境
を改善するために、教育保育施設の
改修や備品の充実に努める。

乳幼児期 教育総務課
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❷　就学前教育・保育の質の向上に関する取組の推進　 

こどもたちが、安定した教育・保育を受けられるよう人材の確保に努めるほか、健やかに育ち学べる

よう、各種研修や各施設・機関の連携を通じて教育・保育関係者の質の向上を図ります。 

 
 

 

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
教育保育の質の向上
に向けた研修等の充
実

教育保育に必要な知識と技術を身
につけるねらいや目的に応じて体
系的な研修を実施し、教育保育の専
門性を高める。さらに保育指導専門
員による実地研修を継続して実施
し、質の向上を図る。 
また、教育保育の質について定期
的・継続的に検討を重ねるため職員
及び教育保育施設の自己評価の取
り組みを浸透させ、具体的に進め
る。

乳幼児期 教育保育課

 

２
保育士確保対策（民間
保育施設含む）の推進

安定した保育の提供のため、保育士
の確保に努める。 
保育施設等を運営する法人等に対
し保育士等の確保及び定着、離職の
防止を図るための補助や保育士が
働きやすい環境を整備し、保育の提
供体制の確保につなげる。

乳幼児期
入園所相談課 
教育保育職員課

 
３

【重点】【新規】就学
前教育保育の拠点施
設の取組実施

市の就学前施設全体の保育の質向
上のため、（仮称）乳幼児教育保育ア
ドバイザーを拠点となるこども園
に配置し、巡回や研修等を行う。

乳幼児期 教育保育課

 

４
市立保育所等苦情解
決制度の運用

「川西市保育所等苦情解決制度」に
基づき、市立保育所・認定こども園
における保育の実施にかかる苦情、
意見及び要望について適切な解決
を図る。

乳幼児期 教育保育課

 
５ 不適切保育の防止

不適切保育防止のため、教育委員会
内の関係課が連携し、指導監査や実
地指導など体系的な取組みを実施
する。

乳幼児期
入園所相談課 
教育保育課

 
6

外部（第三者）評価の
受審・公表の促進

教育保育の質の向上を促進し、保護
者の安心・安全につながるよう、外
部（第三者）評価の受審・公表を促
進する。

乳幼児期
入園所相談課
教育保育課

 

7
就 学 前 児 童 の 通 園
（所）施設と小学校の
連携推進

小学校との交流活動や情報交流等
の連携をより一層推進するととも
に、各学校園所において「接続期カ
リキュラム」の策定を進め、育ちや
学びの連続性・一貫性を確かなもの
とし、就学前児童の通園（所）施設
から小学校への円滑な接続を図る。

乳幼児期・
学童期

教育保育課

 

8 職員研修の実施

県教育委員会主催の研修との関連
性に鑑みながら、必要性に応じた研
修計画の改善を図り、実習回数も含
め、研修内容の精査を行った上で実
施する。

乳幼児期・
学童期

教育保育課
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（２）多様な保育サービスの提供 

❶　多様な保育サービスの提供　 

ライフスタイルの多様化が進む中、各家庭のニーズにあった保育を提供できるよう、通常の保育だけ

でなく、保育所・認定こども園の延長保育や病児・病後児保育、一時保育等の充実を図ります。 

　 

 

 

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 
１ 通常保育の実施

市立・民間保育所等において、産休
明け乳児保育（出生後 57 日から）
や生後６カ月からの保育を実施す
る。

乳幼児期 入園所相談課

 ２ 延長保育の実施
午後７時もしくは午後８時までの
延長保育を実施する。

乳幼児期 入園所相談課

 ３ 休日保育の実施
日曜・祝日等において保育を必要と
する児童を対象に保育を実施する。

乳幼児期 入園所相談課

 
４ 障がい児保育の実施

教育支援委員会での所見を踏まえ
ながら、加配職員の配置に要する経
費への補助を行い、障がい児保育を
実施する。

乳幼児期
入園所相談課 

インクルーシブ推進課

 

５
病児・病後児保育の実
施

保護者が安心して働けるよう、病気
（安定期・回復期）の児童（小学３
年生まで）への保育を実施し、子育
てと就労の支援をするとともに児
童の健全な育成を図る。増加傾向に
ある利用ニーズに対しては、各施設
が連携を図りつつ対応できるよう
に努める。

乳幼児期 入園所相談課

 
６

一時預かり（一般型）
保育の実施

保護者のレスパイトや通院等で家
庭での子育てが一時的にできない
時の預かりを行う。

乳幼児期
入園所相談課 

こども若者相談センター

 
７

一時預かり（幼稚園
型）保育の実施

幼稚園・認定こども園の在園児を対
象に、家庭において保育を受けるこ
とが一時的に困難となった児童を
預かり、必要な保護を行う。

乳幼児期 入園所相談課

 

８
ファミリー・サポー
ト・センターの運営

仕事と育児を両立し、安心して働く
ことができる環境整備や地域の子
育て支援を行うため、会員相互援助
活動の調整などを行うセンターを
運営する。また、会員の拡大や猪名
川町と連携した事業を実施する。

乳幼児期 こども政策課

 
９ 認可外保育所の支援

認可外保育所の運営の安定化と保
育の質的確保を図るため、助成金を
交付するとともに、認可保育所への
移行を支援する。

乳幼児期 入園所相談課

 
10

民間保育施設の運営
支援

民間保育施設の運営の安定化と、保
育の質的確保を図るため、補助金に
よる支援を充実させる。

乳幼児期 入園所相談課

 11
入所申請の電子化の
推進

入所関係手続きでの保護者負担軽
減のため、電子申請を推進する。

乳幼児期 入園所相談課

 
12

子育て家庭ショート
ステイの実施

児童を養育している家庭の保護者
が、一時的に養育が困難になった場
合等、児童福祉施設や里親において
一定期間、養育・保護する。

乳幼児期・
学童期

こども若者 
相談センター
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　❷　放課後児童対策の充実　 

共働き家庭等のいわゆる「小 1 の壁※」・待機児童を解消するとともに、すべての児童が放課後を安全・

安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう、留守家庭児童育成クラブや放課後子ども教

室等の計画的な整備・運営を推進することを目的に、国の計画等に基づき、取り組みを進めます。 

※小１の壁‥･共働き世帯等において、保育所等に比べ放課後児童健全育成事業の終了時間が早いことや保護者会・授業参観等

のため、こどもの小学校入学を機に、仕事と育児の両立が困難になること 

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
放課後子ども教室（留
守家庭児童育成クラ
ブとの連携）の実施

放課後子ども教室は、放課後等の学
校の余裕教室等を活用した、安心・
安全なこどもたちの「居場所づく
り」を運営をする。 
また、留守家庭児童育成クラブと連
携し、参加児童が交流できるよう、
放課後児童対策を実施する。

学童期 生涯学習課

 

２
市立留守家庭児童育
成クラブの運営

小学校の余裕教室等を利用し、放
課後や土曜日、長期休業中に家庭
で保育を受けることのできない小
学生児童に対して、家庭的な雰囲
気の中で、遊びと生活の場を提供
し、児童の健全な育成を支援する。
国が示すこれらのクラブの役割を
果たす観点から、育成支援内容を
ホームページや広報誌、入所説明
会などで周知する。 
また、特別な配慮を必要とする児
童へ、関係機関が連携・協力し、情
報提供を図り、支援を強化する。 
児童の健全育成において、適正な
環境で留守家庭児童育成クラブを
運営するため、必要に応じ施設の
改修等を行い、運営や施設等の環
境を整備する。

学童期 入園所相談課

 

３
留守家庭児童育成ク
ラブ職員の確保・育
成

職員の確保に努める一方で、夏季
休業期間等においては、人材派遣
等の民間事業者を活用した確保方
策を進める。支援員については、
内部の支援員研修や兵庫県学童保
育連絡協議会が実施する研修講座
へ派遣等を行うとともに、特別な
配慮を必要とする児童への対応に
関しては、必要に応じて加配支援
員を配置し、専門的な研修への参
加の促進等により支援員の資質向
上を図る。 
また、支援員の新規採用時の研修
や実務を通じ、クラブの役割理解
向上を図るとともに、児童の発達
や高学年児童への対応等について
資質向上のための研修を行う。

学童期
入園所相談課 
教育保育職員課

 
４

クラブ運営マネージ
ャーの配置

留守家庭児童育成クラブにおける
保育の質の向上を図るため、クラ
ブ運営マネージャーを配置し、各
クラブの支援を実施する。

学童期 入園所相談課

 
５

留守家庭児童育成ク
ラブの夏季休業期間
のみの受け入れ

通年を基本としている留守家庭児
童育成クラブの利用について、待
機児童の多い校区を中心に、夏季

学童期 入園所相談課
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（３）子育てと仕事の両立の推進 

❶　性別に関わらず誰もが家庭と仕事を両立できる社会づくり　 

ジェンダー平等の推進に向け、ワーク・ライフ・バランス意識啓発や学習機会、相談支援を充実させま

す。 

  
❷　子育てと仕事が両立できる働き方の促進　 

子育てと仕事が両立できるよう多様な働き方に対する啓発やスキルアップ支援を行います。 

 

№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 休業中のみの育成クラブを開所
し、児童の受け入れの実施を行う。

 
６

夏季休業期間中の留
守家庭児童育成クラ
ブへの昼食配食サー
ビスの実施

夏季休業期間中の留守家庭児童育
成クラブの希望する児童に民間事
業者の自主事業として昼食（弁当）
配食サービスを実施する。

学童期 入園所相談課

 
７

民間留守家庭児童育
成クラブの運営支援

民間留守家庭児童育成クラブの安
定的な運営を支援し、児童の健全育
成を図る場を確保する。

学童期 入園所相談課

 8
【再掲】入所申請の電
子化

入所関係手続きでの保護者負担軽
減のため、電子申請を推進する。

学童期 入園所相談課

 
9

【重点】【再掲】学校
等を活用したこども
の居場所づくりの実
施

学校施設を活用し、安全・安心な居
場所を提供することで、大人が見守
りを行う放課後児童居場所づくり
事業を実施する。

学童期 入園所相談課

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
男女共同参画センタ
ーでの学習啓発の実
施

ジェンダー平等を推進するため、ワ
ーク・ライフ・バランスに関する講
座等を開催するとともに、絵本等の
図書の貸し出しや読み聞かせの時
間を持つほか、女性のための相談を
実施するなど、子育て支援事業を実
施する。

全年齢
人権推進 

多文化共生課

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１

多様な働き方の促進

男女共同参画センター事業として、
再就職・再就労支援講座を開催する
とともに、労働関係法令の周知、「女
性のためのチャレンジ相談」「チャ
レンジひろば」などを実施し、女性
のエンパワメントを推進する。 全年齢

人権推進 
多文化共生課

 

２

育 児等 の生 活状況 やス キ ルの内
容・レベルに沿った、個々の希望す
る働き方の実現に向け、多様な働き
方の啓発やスキルアップ支援を行
う。

産業振興課

 

3
特定事業主行動計画
の実行

職場全体で次世代育成を支援し、ワ
ーク・ライフ・バランスを推進して
いく環境づくりと、職員一人ひとり
が従来の働き方を見直し、誰もが働
きやすく、男女の別なく仕事と子育
てを含む家庭・地域生活との両立を
図っていくことをめざす。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期・ 
青年期

職員課
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❸　多様な働き方の支援 

育児・介護等により短時間就労や多様な働き方を希望する方が働きやすい環境づくりを支援します。 

 
 

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 
１ 短時間就労の推進

育児・介護等により短時間就労を希
望する人が働きやすい環境づくり
に取り組みます。

全年齢 産業振興課

 
2 多様な働き方の支援

希望する働き方の実現に向けて、労
働相談、キャリアカウンセリングの
実施やセミナーを開催する。

全年齢 産業振興課
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基本目標４　こども・若者の健やかな成長と自立を支援する 

（１）生きる力の育成と社会関係の構築 

❶　教育環境の充実　 

持続可能な社会の発展を支えるため、児童・生徒一人ひとりの成長に焦点を当て、個別に応じた学び

の提供により、「確かな学力」の育成を図ります。 

 
 

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
外国語教育推進事業
の実施

市立小中学校にＡＬＴ（外国語指導
助手）を配置し、外国語を通じて言
語や文化について体験的に理解を
深め、積極的にコミュニケーション
を図ろうとする態度を育成する。

学童期・ 
思春期 

(中学生まで)
教育保育課

 
２

基礎学力定着推進事
業の実施

文部科学省が毎年実施する全国学
力・学習状況調査等をもとに、基礎
学力の定着に関する教育の検証と
改善に取り組み、学力向上を図る。

学童期・ 
思春期 

(中学生まで)
教育保育課

 

３ キャリア教育の推進

教育課程において、こどもたちが、
学ぶことと自己の将来とのつなが
りを見通しながら、社会的・職業的
自立に向けて必要な基盤となる資
質・能力を身に付けていくことがで
きるよう、特別活動を要としつつ、
各教科等の特質に応じて、キャリア
教育の充実を図る。

学童期・ 
思春期 

(中学生まで)
教育保育課

 

４
【重点】【新規】川西
の教育アクションプ
ラン実践事業の充実

こども主体の学びへと転換するた
めに、授業・保育の改善やこどもの
意見を尊重した取組等を主体的に
実践研究する教育保育職員を支援
する。

学童期・ 
思春期 

(中学生まで)
教育保育課

 
５

【重点】【新規】小中
学校体育館への空調
設備の設置推進

教育施設の環境向上や避難所機能
の強化を図るため、市立小中学校の
体育館に空調設備を設置する。

学童期・ 
思春期 

(中学生まで)

教育総務課 
施設マネジメント課

 
６

中学校における少人
数授業の推進

中学校における数学・外国語につい
て、より多くの学年で少人数授業を
実施するため、基礎学力定着に係る
少人数指導加配教員を配置する。

思春期 
(中学生のみ)

教育保育課

 
７

中学生への放課後無
料学習支援の実施

学習に対して不安を持つ中学生に
対し、平日の放課後に中学校を会場
として、民間事業者への委託による
無料学習支援を実施する。

思春期 
(中学生のみ)

教育保育課

 

８
【再掲】地域に学ぶ
「トライやる・ウィー
ク」事業の実施

市内中学２年生全員が、５日間学校
を離れて地域の事業所や様々な活
動場所で、体験的学習を行う。 
「心の教育」を中心とした全県的な
取り組みで、地域と学校・生徒・保
護者が協力体制を構築する。

思春期 
(中学生のみ)

教育保育課
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❷　多様な文化や価値観の理解と体験・交流の促進　 

地域の様々な地域活動等を通じて、多様な文化や価値観の理解の促進と体験や交流機会を充実させま

す。 

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
青少年地域活動の支
援

スポーツ少年団への補助金交付や
各スポーツクラブ 21 との相互連
絡・協議を行うことで、青少年の健
全育成を図る。 
広く市民を対象として実施される
青少年の健全育成に関する事業や
青少年地域活動団体の指導者の養
成に必要な研修の受講に対して補
助金を交付し、活動を支援する。

全年齢
文化・観光・スポーツ課 
こども政策課

 ２ 児童館の充実
こどもの多様なニーズに対応した
こどもの居場所づくりを行う。

全年齢 こども政策課

 ３ 公民館講座の実施
こども・若者を対象とする公民館講
座を実施する。

全年齢 公民館

 
４ 文化財団事業の実施

青少年を対象とする様々な事業を
通して、青少年に音楽や伝統文化な
どに触れる機会を提供し、その育成
を図る。

全年齢
文化・観光・
スポーツ課

 
５

文化財保存啓発事業
の実施

広報誌などを通して一般公募した
参加者とともに、古代体験学習や昔
あそびを体験する。

全年齢 生涯学習課

 

６
地域スポーツへの支
援

スポーツ少年団への補助金交付や
各スポーツクラブ 21 との相互連
絡・協議、地域スポーツの主軸とな
るスポーツ推進委員の活動推進を
行うことで、青少年の健全育成を図
る。

全年齢
文化・観光・
スポーツ課

 

７ 【再掲】食育の推進

市健幸まちづくり計画（市食育推進
計画）に基づき、健康、消費生活、
産業振興、農政、美化推進、教育・
保育、地域団体、事業者など多方面
と連携を取り合うことで、広範囲に
わたる食育推進を図る。

全年齢
保健センター・ 
予防歯科センター

 
８

いのちとこころのセ
ミナーの実施

専門家を招き、講演会と質疑応答な
どを実施する。セミナーを通して、
参加者に若年層の自殺対策の重要
性について認識を深めてもらう。

全年齢 地域福祉課

 

９
手話言語推進事業の
実施

市手話言語条例に則り、手話は言語
であることをあらゆる世代に対し
啓発し、こどもから学ぶ環境づくり
を通じ、手話はもとより手話を母語
とするろう者等への理解を深める。

全年齢 障害福祉課

 
10

地域づくり活動の支
援

地域づくり一括交付金の交付など
を通して、こども・若者の支援に繋
がる地域課題解決などの活動や事
業の支援を行う。 全年齢

参画協働課

 
11

防災士資格取得支援の範囲を周知
し、多くの世代に講座受講の機会を
創出する。

危機管理課

 
12

【重点】地域の活動ス
ペースの充実

川西市北部地域のまちづくり方針
に基づき、北部地域で住民活動のス
ペースを確保する。

全年齢
こども政策課 
資産活用課

 13 体験活動の充実
小学３年生の環境体験活動は、各小
学校が３回以上、校区の特性や地域

学童期 教育保育課
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（２）充実した社会生活を営むことができるようにするための支援 

❶　就労への支援　 

自己の職業適性や将来の設計について主体的に考えられるようにするなど、次代を担う若者の育成に

取り組みます。また、離職する若者が早期に再就職し、その持てる能力を発揮できるよう、キャリア自

律に向けた支援を行います。 

№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 の方々の協力を得て、発達段階に適
した取り組みを進め、ふるさと意識
の醸成をめざす。また、小学校５年
生の宿泊体験活動は４泊５日実施
することで、各校がプログラムを工
夫し、充実度の高い活動を行う。

 

14
放課後子ども教室（多
世代との地域交流）の
実施

地域の行事等に参加することによ
って、異なる世代や集団との交流を
深め、こどもたちの他者と協働する
能力、及びコミュニケーション能力
の向上を図る。

学童期 生涯学習課

 
15

ＩＣＴ活用推進事業
の実施

コンピュータやインターネットな
どを活用した情報教育を充実させ、
情報モラルを含めた児童・生徒の情
報活用能力を育成する。

学童期・ 
思春期 

(中学生まで)
教育保育課

 

16 いのちの授業の実施

市内中学校において、専門家を招
き、思春期における自尊感情と相手
を思いやる心の醸成を図る授業を
実施する。今後大人へと成長するに
あたり、様々な困難を乗り越えるた
めの心の育成を図る。

思春期 地域福祉課

 

17 川西市展の開催

市制 70 周年を記念して令和 5 年度
の川西市展より新設された U18 部
門（18 歳以下）を今後も継続するこ
とで、中学、高校生の文化振興に寄
与する。

思春期
文化・観光・
スポーツ課

 
18

はたちのつどいの実
施

市全体ではたちを祝う気運をつく
る。また、オンライン配信などの利
用により、多くの人が参加しやすい
取り組みを進める。

年度内に
20 歳に 
なる人

生涯学習課

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
川西女性起業塾の開
催

市内在住または市内での起業に関
心のある女性を対象に、起業の専門
家を講師に迎え、創業前の基礎的な
セミナーや先輩創業者との交流会
から、創業後を想定した実践的なセ
ミナーや経営相談まで切れ目のな
い支援を実施する。

15 歳以上 産業振興課

 
２ 若者の就労支援

若年者を対象に、就労へ向けてのキ
ャリア形成を踏まえた支援や職場
見学・体験事業を実施する。

15 歳以上
40 歳未満

産業振興課

 

３
若者キャリアサポー
ト川西の運営

概ね 40 歳までの若年者を対象に、
就労へ向けて、応募書類の添削や面
接対策など、キャリア形成を踏まえ
た支援や、社会保険労務士などの専
門家を配置し、就労先の労働環境等
についての相談を行う。

15 歳以上
40 歳未満

産業振興課
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❷　文化・スポーツ活動等の応援　 

こども・若者が、スポーツや文化活動に取り組める機会を充実させます。 

 
（３）こども・若者が安全に安心して暮らせる環境整備 

❶　こども・若者の交通安全を確保するための活動の推進　 

こどもの生命を守り、事故からの安全を確保することがすべてのこどもが健やかに育つための大前提

であるとの認識の下、交通安全対策を進めます。 

 
❷　こども・若者を犯罪や災害等の被害から守るための活動の推進　 

こどもの生命を守り、犯罪被害や災害からの安全を確保することがすべてのこどもが健やかに育つた

めの大前提であるとの認識の下、防犯、防災対策等を進めます。 

№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 
４

若年者就労体験支援
事業の実施

民間企業等で一定期間就労を体験
し、働く自信を身につけて就職への
可能性を広げ、「就職への一歩」を踏
み出すプログラムを実施する。

15 歳以上
50 歳未満

産業振興課

 
５

【再掲】多様な働き方
の支援

希望する働き方の実現に向けて、労
働相談、キャリアカウンセリングの
実施やセミナーを開催する。

15 歳以上 産業振興課

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 
１

【重点】文化・スポー
ツ活動等の応援

スポーツや文化の分野で活躍して
いる著名人等とふれあう機会を創
設する。

学童期以降
文化・観光・
スポーツ課

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１ 交通安全対策の推進

安全灯、転落防止柵、カーブミラー
等の交通安全施設について、こども
が安全で安心して通うことができ
るよう、新設を含め維持管理を行
う。 
また、信号機、横断歩道、交通標識
等の交通規制にかかる整備の推進
については、引き続き川西警察署を
通じて県公安委員会に要望する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

道路管理課

 
２ 交通安全教室の実施

幼児から高校生にかけて、各年代に
応じて必要となる交通安全に係る
知識の習得、意識向上のため交通安
全教室を実施する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

交通政策課

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

1
市立教育保育施設に
おける防災対策の実
施

市立教育保育施設で、こどもが身を
守る大切さや安全な避難の仕方を
学ぶとともに、職員が連携して避難
誘導できるよう、防災マニュアルに
基づき各避難訓練を実施する。ま
た、保護者に向けて的確に情報を提
供できるよう、緊急メールを発信す
るほか、災害等緊急引き渡しカード
を活用する。また、施設においては、
防犯カメラや人的な緊急出動要請
を含む機械警備システム等で、関係

乳幼児期・
学童期・ 
思春期 

(中学生まで)

教育保育課



 

第４章　施策の展開

105

 

❸　こども・若者が安心して生活できる環境づくり　 

こども・若者が安心して生活できる環境を整備し、こども・若者の自殺対策を推進します。 

 

№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 機関と連携しながら、園児のより安
全な園所生活の推進を図る。

 
２ 青少年の育成

青少年の非行・被害を防止すべく、
全国強調週間である７月には、市役
所前に垂れ幕を設置し、非行防止の
取り組みを広く周知する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

教育保育課

 

3

生活安全活動の充実

スマートフォンのアプリ通知機能
及び携帯電話やパソコンのメール
機能を活用し、災害情報に関する緊
急情報、防犯及び熱中症情報を配信
する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

危機管理課 
生活安全課

 

4

市民や関連団体で構成される生活
安全推進連絡協議会で地域情報共
有等連携を行う。 
また、各小学校区に設置している防
犯カメラを適切に管理運用する。市
公用車、民間協力車両に「こどもを
まもる 110 番のくるま」のマグネッ
トシートを貼付し、市内を巡回する
防犯活動を行う。

生活安全課

 

5

市内の小学校区に「１１０番のおう
ち」を登録し、青少年が危険な目に
あった場合に緊急で避難する場所
を設定する。また、青色回転灯パト
ロールを用いて、必要に応じて地域
を巡回する。各小学校において、学
校安全協力員が登下校時の児童の
見守りを行い、児童が安全に登校出
来る環境整備を行う。

教育保育課

 
6

学校安全協力員によ
る登下校見守りの実
施

各小学校において、学校安全協力員
が登下校時の児童の見守りを行い、
児童が安全に登校出来る環境整備
を行う。

学童期・ 
思春期

教育保育課

 

7
学校の防犯システム
の活用

防犯カメラや人的な緊急出動要請
を含む夜間及び休日における機械
警備システム整備のほか、県警ホッ
トラインを設置し、関係機関と連携
しながら、児童生徒のより安全な学
校生活の推進を図る。

学童期・ 
思春期

教育総務課

 
8

青少年愛護活動の推
進

青少年の健全育成のため、市内商業
施設において環境実態調査を実施
し、有害図書等が陳列されていない
かを確認する。

学童期・ 
思春期

教育保育課

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 
1

こども・若者の自殺対
策

誰も自殺に追い込まれることのな
いよう、生きることの包括的な支援
として、こども・若者への自殺対策
を推進する。

学童期・ 
思春期

地域福祉課
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              こども・若者の多様性を尊重し、困難を有するこども・若者とその家族を支援する基本目標 5 

（１）こども・若者の多様性を尊重し合える社会づくり 

❶　セクシュアルマイノリティ、外国にルーツをもつこども・若者への支援　 

外国にルーツをもつこども・若者が安心して暮らすことができるよう相談支援体制を充実させます。 

 

❷　障がいのあるこどもへの支援　 

障がいのあるこどもの健やかな発達を支援し、安心して地域生活を送ることができるよう、こどもと

その保護者に対応するきめ細かな支援の推進を図ります。 

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
外国にルーツを持つ
こども・若者への支援

外国にルーツをもつこども・若者が
安心して暮らすことができるよう
相談体制などを構築する。

全年齢
 人権推進 
多文化共生課

 
日本語支援が必要なこどもに対し、
学校園所生活への早期適応等を促
進するため、通訳を派遣する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期 

（中学生ま
で）

 インクルーシ
ブ推進課

 

２
セクシュアルマイノ
リティへの支援

セ ク シ ュ ア ル マ イ ノ リ テ ィ
（LGBTQ）に関する理解を深める
ため、自認する人や悩みを持つ人、
理 解し よう とする 人の た めの相
談・学習会を開催する。

全年齢 総合センター

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１ 児童発達支援の充実

療育が必要な就学前の児童に対し、
日常生活における基本的な動作の指
導、知識・技能の付与、集団生活への
適応訓練等を行うとともに、児童発
達支援センターを中心に地域事業者
による療育の質向上を行う。

乳幼児期 こども支援課

 
２

保育所等訪問支援の
実施

保育所や学校等を訪問し、障がい児
に対して、障がい児以外の児童との
集団生活への適応のための専門的な
支援を実施する。

乳幼児期・ 
学童期

こども支援課

 

3

 
 
 
 
 
 
障がいのあるこども
への支援の充実 
 
 
 
 
 
 
 
 

障がい者自立支援協議会こども支援
部会を開催し、障がいのあるこども
が速やかに適切な支援を受けられる
よう、保健・医療・福祉・保育・教育・
事業者・行政等関係機関で連携し、横
断的な取組を行う。

乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

こども支援課

 
4

重度障がい児と中度障がい児に対
し、通院・入院医療費の一部（高校生
等の入院費については全部）を助成
する（所得制限あり）。

乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

医療助成・ 
年金課

 

5

認定こども園、保育所、幼稚園、小中
学校、川西養護学校において、障がい
のある幼児・児童生徒一人ひとりの
状況に応じて保育士・支援員等の加
配（介助員）を配置し、ニーズに対応
した支援を行う。

 
乳幼児期・ 
学童期・ 

思春期（中
学生まで） 
 

インクルーシ
ブ推進課
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№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 

6

 
 
障がいのあるこども
への支援の充実 

支援児サポートシステムにより、適
切なアセスメントのもと、個別の教
育保育支援計画及び個別の指導計画
を作成し、一人ひとりの教育的ニー
ズを踏まえた教材を用いた教育保育
を行う。

 
乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

（中学生
まで）

インクルーシ
ブ推進課

 

7
自立支援医療（育成
医療）費の支給

18 歳未満の障がい児、または治療を
行わない場合、将来障がいを残すと
認められる疾患がある児童に対し、
その身体障がいを除去、軽減、または
防止するための医療費の一部を支給
する。

乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

こども支援課

 
8

特別児童扶養手当の
支給

20 歳未満の身体または精神に障が
いがある児童を養育している保護者
を対象に支給する。（所得制限あり。）

乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

こども支援課

 
9 介護給付費の支給

保護者負担を軽減するため、居宅介
護及び短期入所等にかかる給付費を
支給し、児童が安心して生活できる
よう支援する。

乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

こども支援課

 
10

障害児福祉手当の支
給

重度の障がいがあるために常時介護
を必要とする 20 歳未満の人に支給
する。（所得制限あり。）

乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

こども支援課

 

11
障害児相談支援の実
施

在宅の障がい児の地域生活を支援す
るため、障がい児の心身の状況や環
境、障がい児及びその保護者の意向
を聴取し、障害児支援利用計画を作
成するとともに、福祉サービス等の
利用に関する援助・調整や相談を行
う。

乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

こども支援課

 

12
居宅訪問型児童発達
支援の実施

重度の障がい等があり、障害児通所
支援を受けるために外出することが
著しく困難な児童に、居宅を訪問し
て日常生活における基本的な動作の
指導、知識技能の付与等の支援を実
施する。

乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

こども支援課

 
13

重度心身障害者
（児）介護手当の支
給

常時介護を必要とする在宅の重度心
身障がい児を介護している人を対象
に支給する。(所得等の制限あり。)

乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

こども支援課

 

14 補装具費の支給

身体上の障がいを補い、日常生活を
容易にしたり、障がい児が将来社会
人として自立するための素地を育成
するために必要な車いす、補聴器等
の補装具の購入、修理、貸与に係る費
用を支給する。

乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

こども支援課

 
15 日常生活用具の給付

障がい児が自立した日常生活を営む
ための便宜を図るため、障がいの種
類や程度に応じて日常生活用具の給
付を行う。

乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

こども支援課

 
16

軽・中度難聴児補聴
器の購入費助成

身体障害者手帳の交付対象とならな
い軽度または中等度の難聴児につい
て、補聴器購入費の一部を助成する。

乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

こども支援課
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❸　ひきこもり・不登校などへの支援　 

社会生活を営む上で困難を有するこども・若者に対し、円滑に社会生活を営むことができるよう、関

係機関と連携をとりながら、相談などの支援を行います。 

№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 

17 日中一時支援の実施

障がいのために日常生活に制限を受
ける児童に対し、生活能力向上のた
めの訓練や社会参加のための外出支
援のほか、障がい児の家族の就労支
援及び一時的な休息のため、日中活
動の場を提供する。

乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

こども支援課

 

18
医療的ケア児への支
援

医療的ケアを必要とする幼児・児童
生徒が適切な支援を受けられるよ
う、保健、医療、障がい福祉、教育、
保育等の関係機関が連携し、協議の
場を持ちながら支援体制の充実を図
る。

乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

インクルーシブ推進課 
こども支援課

 

19
【新規】医療的ケア児
及びその家族に対す
る支援

医療的ケアを必要とする乳幼児・児
童生徒が在籍する市立就学前施設・
学校に対し、医療的ケアを行う看護
師を配置する。 
また医療的ケアを必要とする乳幼児
が在籍する民間保育所等に対して
は、看護師の配置等に係る経費を補
助する。

乳幼児期・ 
学童期・ 
思春期

インクルーシブ推進課 
入園所相談課

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
【再掲】心の相談の充
実

日常生活のストレス、ひきこもりな
どで、精神に障がいを来す恐れのあ
る人及びその家族に対して、専門医
と精神保健福祉士などが相談に応
じる。

全年齢 障害福祉課

 

2 教育相談事業の実施

発達に関することや不登校等につ
いての悩みを抱えるこどもと保護
者を対象に、電話相談や来所相談に
応じるとともに、カウンセリング、
言語訓練や助言等の教育相談を行
う。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども若者 
相談センター

 

３
子どもの人権オンブ
ズパーソン事業の実
施

公的第三者機関であり、一定の独立
性が担保された「川西市子どもの人
権オンブズパーソン」が、不登校、
家庭・交友関係の悩み、体罰、虐待
などこどもの人権問題に関し、相談
及び関係者との調整活動を行うと
ともに、市民等からの申立て等によ
る調査活動を実施するなどして、こ
どもの人権を擁護し、救済を図る。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

人権推進 
多文化共生課

 

４
保護者や児童生徒へ
の不登校に関する支
援の周知

不登校児童生徒に対して段階別に
どのような支援が市のどの機関で
できるかという流れを分かりやす
くまとめるとともに、市・県の相談
窓口などをまとめた保護者向けガ
イドブックを作成し、ＨＰなどで広
く周知する。

学童期・ 
思春期

教育保育課

 ５
こども主体の学びの
展開

これまでの一斉授業という学習ス
タイルから、こどもが主体的に学び

学童期・ 
思春期

教育保育課
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（２）困難を有するこども・若者とその家族の支援 

❶　ひとり親家庭への支援　 

ひとり親家庭等の生活の安定に向けて経済的支援として手当の支給や医療費の助成等を行うとともに、

安定した仕事に就いて自立するための就業支援等を行います。 

№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 を進める教育保育へ転換を図る取
組を推進する。

 
６

【重点】校内サポート
ルームの拡充

支援員の確保と研修の充実、配置時
間の拡充を図るとともに、各校の実
態に合わせた教室環境整備を進め
られるように支援を行う。

学童期・ 
思春期

教育保育課

 
７

多様な学びができる
場の充実

学校に行きづらい児童生徒の実情
に配慮した個々に合った多様な学
びができる場を充実させる。

学童期・ 
思春期

教育保育課

 

８
スクールソーシャル
ワーカーの配置

問題行動・不登校などの未然防止、
早期解決を図るために、社会福祉
士、精神保健福祉士などのスクール
ソーシャルワーカーを中学校区に
配置し、関係機関と連携を取りなが
ら、生徒・児童が抱える諸問題の解
決を図る。

学童期・ 
思春期

こども若者 
相談センター

 

９
スクールカウンセラ
ーの配置

「心の専門家」であるスクールカウ
ンセラーを学校に配置し、こどもた
ちの心の相談にあたるとともに、教
職員のカウンセリングマインドを
高めることにより、問題行動の未然
防止や早期発見、早期解決を図る。

学童期・ 
思春期

こども若者 
相談センター

 
10

【重点】【再掲】多様
な学びの機会の拡充

川西市型の多様な学び方のあり方
を調査研究し、児童生徒への支援体
制の充実を図る。

学童期・ 
思春期

教育保育課

 

11
子ども・若者総合相談
事業の実施

社会生活を円滑に営む上で困難を
有するこども・若者や、その家族か
らの相談に対して、臨床心理士等が
適切な助言や関係支援機関の紹介、
情報提供を行うなど、自立に向けて
相談者一人ひとりに対応した支援
を行う。

中学校卒業以上 
40 歳未満

こども若者 
相談センター

 

12
【再掲】子ども・若者
支援地域協議会の開
催

困難を有するこども・若者やその家
族に対して、子ども・若者支援地域
協議会を構成する福祉や保健、教
育、雇用等の機関が、それぞれの専
門性を活かして連携し、一人ひとり
に対応した支援を行う。

中学校卒業以上 
40 歳未満

こども若者 
相談センター

 
13

若者の居場所運営事
業の実施

困難を有する若者の居場所として、
若者同士がレクリエーションや、交
流をすることができる場を運営す
る。

中学校卒業以上 
40 歳未満

こども若者 
相談センター

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 
１ 児童扶養手当の支給

父または母と生計を共にできない
児童を養育しているひとり親家庭
等を対象に支給する。（所得制限あ
り。）

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども支援課
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❷　ヤングケアラーへの支援　 

福祉、介護、医療、教育等の関係者が情報共有・連携して、ヤングケアラーを早期発見・把握し、必

要な支援につなげていきます。 

 

№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 

２

ひとり親家庭への支
援の充実

ひとり親家庭の保護者とこども及
び両親のいないこどもに対し、通
院・入院医療費の一部（ただし、高
校生等の入院費については全部）を
助成する（所得制限あり）。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

医療助成・ 
年金課

 
3

生活保護におけるひとり親世帯を
支援するため、母子加算を実施す
る。

生活支援課

 
４

母子生活支援施設入
所委託の実施

母子生活支援施設に委託し、18 歳
未満のこどもを育てている離別し
た母親や、特別な事情で緊急保護を
要する母子を入所させる。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども若者 
相談センター

 

５
ひとり親家庭等相談
事業の実施

ひとり親家庭やひとり親になりそ
うな家庭の悩みや相談に応じ、自立
に向けた就労支援等を行う。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期・ 
青年期 

(20 歳まで)

こども支援課

 

６
自立支援プログラム
策定事業の実施

ひとり親家庭の母または父に対し、
自立を促進するため、自立支援プロ
グラムを策定する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期・ 
青年期 

(20 歳まで)

こども支援課

 

７
自立支援教育訓練給
付金事業の実施

ひとり親家庭の母または父が教育
訓練講座を受講し、修了した場合に
その経費の一部を支給する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期・ 
青年期 

(20 歳まで)

こども支援課

 

８
高等職業訓練促進給
付金等事業の実施

ひとり親家庭の母または父が就職
に有利な資格の取得を促進するた
め、給付金を支給し、修業期間中の
生活の負担軽減を図る。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期・ 
青年期 

(20 歳まで)

こども支援課

 

９
ひとり親家庭への資
金貸付

一時的に生活困窮に陥った際に、応
急資金の貸し付けを行う。県事業
で、福祉資金や住宅支援資金の貸し
付けを行う。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期・ 
青年期 

(20 歳まで)

こども支援課

 
10

母子父子家庭の市営
住宅優先枠の確保

年間空き家募集戸数のうち、母子家
庭等の優先枠を確保する。(所得制
限あり。）

乳幼児期・
学童期・ 
思春期・ 
青年期

住宅政策課

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
ヤングケアラーへの
支援

小中学校に通う児童・生徒へ名刺サ
イズの窓口紹介カードや配布され
ているタブレットへ配信を行い、相
談窓口の周知を行う。また、学校や
地域において早期に把握し、関係機
関と連携をとり、必要な支援へつな
ぐ。

18 歳未満
こども若者 

相談センター
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❸　児童虐待防止策の充実　 

児童虐待を防ぎ、こどもたちの安全を守るため、養育上困難を抱える家庭等を支援し、関係機関の連

携体制の充実を図り、未然防止、早期発見、早期対応に取り組みます。 

 

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
各種母子保健事業を
活用した支援の充実

乳幼児（４か月児・10 か月児・１歳
６か月児・３歳児）健康診査事業、
訪問指導（新生児・乳幼児等）事業
等の各種母子保健事業の機会をと
らえて、子育てへの不安を抱えてい
る保護者や、ハイリスク児への相談
等継続的な支援を行い、虐待の発生
予防や早期発見に努める。

乳幼児期
保健センター・ 
予防歯科センター

 

２
【再掲】家庭総合相談
事業の実施

18 歳未満のこどもを養育している
家庭の相談に応じる。また、必要に
応じ、各関係機関と連携を図り、一
人ひとりに対応した子育て支援を
行う。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども若者 
相談センター

 

３
児童虐待防止啓発の
実施

11 月のオレンジリボン・児童虐待
防止推進キャンペーン時期に、虐待
防止に関するポスターやチラシ、啓
発グッズの配布や講演会を開催し
児童虐待防止を啓発する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども若者 
相談センター

 
4

【再掲】虐待防止のた
めの子育て講座の実
施

赤ちゃんを迎える父母やこどもと
の関わり方に悩む保護者を対象に
子育てのコツを学ぶ講習会を実施
する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども若者 
相談センター

 

5
【再掲】養育支援訪問
事業の実施

養育支援が特に必要であると判断
した児童及びその保護者、又は特定
妊婦に対し、養育が適切に行われる
よう専門員が養育に関する相談、指
導、助言など支援を図る。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども若者 
相談センター 
保健センタ

ー・予防歯科
センター

 

6
要保護児童対策協議
会の開催

要保護児童を早期に発見し、組織的
かつ効果的な対応を図るため、実務
者会議を年６回開催し、地域、福祉、
保健、医療、教育、警察等の関係機
関によるネットワークを充実させ
る。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども若者 
相談センター

 

7
児童育成支援拠点の
検討

養育環境等に課題を抱える家庭や
学校に居場所のない児童等に対し
て、当該児童の居場所となる場を開
設し、個々の児童の状況に応じた支
援を包括的に提供するしくみにつ
いて検討する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども政策課 
こども若者相談センター

 
8

【再掲】子育て世帯訪
問支援事業の実施

家事・育児等に対して、不安や負担
を抱える子育て家庭等に対し、ヘル
パー等を派遣し、当該家庭の抱える
諸問題の軽減及び解決を図る。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども若者 
相談センター

 

9
【重点】【再掲】母子
保健と児童福祉の連
携強化

妊娠期から子育て期にわたり母子
保健や育児に関する相談を受け指
導を行うほか、妊産婦及び児童の福
祉に関し、必要な実情の把握を行
い、支援を必要とする妊産婦や家庭
に対して、利用可能な母子保健・福
祉サービスなどを提案し、サポート
プランの作成を行うなど、包括的な
支援を実施する。

妊娠期・ 
出産・ 

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

こども若者相談センター 
保健センター・ 
予防歯科センター
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❹　経済的に困難を有するこども・若者とその家族の支援　 

こども・若者の貧困対策を進めるため、教育や生活の安定、就労等への支援を行います。 

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
自立相談支援事業の
実施

生活保護に至る前の段階の自立支
援策の強化を図るため、生活困窮者
に対してアセスメントを実施し、
個々人の状態にあったプランを作
成し、必要なサービスの提供につな
げる。

全年齢 地域福祉課

 
２

【新規】総合的なこど
も・若者の貧困対策の
推進

こども・若者の貧困対策を進めるた
め、関係所管との定期的な会議を開
催するなど対策に取り組む。

全年齢 こども政策課

 

３
川 西 市 子 ど も の 学
習・生活支援事業の実
施

こどもが現在から将来にわたり、困
窮状態に陥らないよう、また、世代
を超えて連鎖することを防ぐため、
安心して過ごせる居場所において、
基本的な生活習慣を身に付けられ
るよう支援を行うとともに学習へ
の支援を行う（特定の中学校区で実
施）。

学童期・ 
思春期 

(中学生まで)

こども若者相
談センター

 
４

要保護・準要保護児童
生徒就学援助費の支
給

義務教育年齢のこどもがいる世帯
で、経済的理由により就学に要する
費用の支払いが困難な保護者に対
して、その費用の一部を援助する。

学童期・ 
思春期 

(中学生まで)
教育総務課

 
５

特別支援教育児童生
徒就学奨励費の支給

市立小中学校の特別支援学級に在
籍する児童及び生徒の保護者に対
して、就学に必要な費用の一部を援
助する。

学童期・ 
思春期 

(中学生まで)
教育総務課

 
６

【再掲】中学生への無
料学習支援の実施

学習に対して不安を持つ中学生に
対し、平日の放課後に中学校を会場
として、民間事業者への委託による
無料学習支援を実施する。

思春期 
(中学生のみ)

教育保育課

 

７
生活保護世帯のこど
もへの支援

高等学校などに就学し、卒業するこ
とが当該世帯の自立助長に効果的
であると認められる場合に支給す
る。 
生活保護受給中の高校生のアルバ
イトなどの収入のうち、高等学校等
就学費の支給対象とならない、又は
賄いきれない経費であって就学の
ために必要な最小限度の額を収入
として認定しない。 
生活保護受給中に受けた貸付金、恵
与金などのうち社会通念上、必要と
認められるこどもの学習にかかる
最小限度の額を収入として認定し
ない。 
川西市就労準備支援事業を活用し
就労体験の機会を設け、就労に向け
た能力の向上等を行い、一般就労に
向けた準備を行う。

16 歳以上 生活支援課

 
８

生活保護制度にかか
る被保護者就労支援
事業の実施

65 歳未満で就労可能な生活保護受
給者に対して、就労支援員とハロー
ワークによる就労支援を行う。

16 歳以上
65 歳未満

生活支援課
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№ 取組 実施内容 対象 担当所管

 

９
大学等への進学者に
対する進学・就労準備
給付金の給付

大学等への進学を支援することで
生活保護世帯のこどもの自立を助
長するため、進学の際の新生活立ち
上げの費用として進学準備給付金
を支給する。 
また、高校卒業後、就職することに
よって保護廃止となる対象者に就
労準備給付金を支給する。

18 歳 生活支援課

 

10
生活困窮者住居確保
給付金の支給

離職、廃業後 2 年以内の方、または、
やむを得ない休業により離職・廃業
と同程度の状況にある方で、住まい
を喪失するか、喪失のおそれのある
方に、家賃を助成し、就労機会等の
確保に向け支援を行う。

18 歳以上 地域福祉課

 
11

大学等への進学に対
する支援金の給付

経済的な理由により大学等への進
学を断念することのないよう、入学
者に対し、進学支援金を給付する。

青年期以上 教育総務課
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基本目標６　こども・若者の権利を守り、意見表明・参加できる機会を保障する 

（１）こども・若者が意見表明・参加できる機会の保障 

❶　こども・若者参加条例の周知　 

こども・若者の意見表明・参加の機会を保障するこども・若者参加条例の周知を図ります。 

 
❷　こども・若者の意見表明・参加の機会の充実　 

こどもや若者が自由に意見を表明できる環境整備と気運の醸成に取り組みます。また、地域や団体に

対して、こども・若者の意見表明・参加の権利について周知啓発します。 

 

（２）こどもの人権を尊重する社会づくり 

❶　こどもの人権学習機会の促進　 

こどもの人権を含め、あらゆる人権について学ぶ機会を充実させます。 

 
 

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
【重点】【新規】こど
も・若者参加条例の周
知

こども・若者の意見表明の機会を保
障する条例について、市民やこど
も・若者、学校園所などの理解を深
めるため、様々な情報発信等を行
う。

全年齢 こども政策課

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 
１

【重点】【新規】こど
も・若者参加条例を踏
まえた事業の実施

条例に基づき、庁内体制などの環境
整備や具体的な行政事業への反映
などに取り組む。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期・ 
青年期

こども政策課

 
2

【新規】こども・若者
の市民公益活動など
への参画機会確保の
促進

こども・若者が、様々な地域のまち
づくりや学校運営協議会などへ参
画し活動ができるよう、取組を促進
する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期・ 
青年期

参画協働課 
教育保育課

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１

【重点】人権課題に関
する学習機会の充実

川西市人権行政推進プラン・川西市
人権教育基本方針の具現にむけ、学
校園所における人権文化の創造を
図るため、学校園所が実施する「あ
らゆる人権課題についての子ども
の学習機会」を促進する。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期 
(中学生 
まで)

インクルーシ
ブ推進課

 
２

こども自身が「権利」や「人権」を
学び、実践できる機会を充実させ
る。

全年齢
人権推進 

多文化共生課

 

3 人権学習の充実

幼児児童生徒が、「こどもの人権」に
ついて理解を深められるよう、各学
校園所において学習機会を確保す
るとともに、こどもが意見表明でき
る機会を設けるなど、市教育委員会
や学校園所がこどもの意見を尊重
する取組を推進する。

学童期・ 
思春期

教育保育課
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（3）こどもたちの相談・支援体制の充実 

❶　子どもの人権オンブズパーソン事業 

こどもの人権を擁護し、救済を図る子どもの人権オンブズパーソン事業を推進します。 

 № 取組 実施内容 対象 担当所管

 

１
【再掲】子どもの人権
オンブズパーソン事
業の実施

公的第三者機関であり、一定の独立
性が担保された「川西市子どもの人
権オンブズパーソン」が、不登校、
家庭・交友関係の悩み、体罰、虐待
など子どもの人権問題に関し、相談
及び関係者との調整活動を行うと
ともに、市民等からの申立て等によ
る調査活動を実施するなどして、子
どもの人権を擁護し、救済を図る。

乳幼児期・
学童期・ 
思春期

人権推進 
多文化共生課
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第５章

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業計画 

量の見込みと提供体制の確保 

（教育保育、地域子ども・子育て支援事業） 
 

 



 

第 5 章　事業計画

117

１　教育保育、地域子ども・子育て支援事業の提供区域の設定 

（１）提供区域の設定にかかる考え方 　 

子ども・子育て支援法第 61 条第 2 項の規定により、計画の策定にあたっては、地理的条件、人口、

交通事情その他の社会的条件、教育保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘

案して提供区域を定めることとしています。 

この提供区域ごとに「教育保育」及び「地域子ども・子育て支援事業」の「量の見込み」「確保の内容」

「実施時期」を記載します。 

 

（２）本計画における提供区域　　 

提供区域は市内全域を基本とし、「地域子育て支援拠点事業」については中学校区とします。 

 

 

 提供区域 区分

 

市内全域

① 教育保育 
② 地域子ども・子育て支援事業 
利用者支援事業 
延長保育事業 
放課後児童健全育成事業（留守家庭児童育成クラブ） 
子育て短期支援事業（ショートステイ） 
乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問） 
養育支援訪問事業 
子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 
一時預かり事業（幼稚園型） 
一時預かり事業（保育所、ファミリーサポートセンター等） 
病児保育事業 
子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター）（就学児） 
妊婦に対する健康診査 
子育て世帯訪問支援事業 
児童育成支援拠点事業   
親子関係形成支援事業 
妊婦等包括相談支援事業 
乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 
産後ケア事業

 
中学校区

② 地域子ども・子育て支援事業 
地域子育て支援拠点事業
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２　計画期間における人口推計 

計画の策定にあたって、教育保育、地域子ども・子育て支援事業の量の見込みの算出に必要とされる

0 歳から 11 歳について、計画期間である令和７年（2025 年）～令和 11 年（2029 年）の人口推計を

行いました（各年 4 月 1 日）。0～2 歳の推計人口は、年齢別にみると多寡はあるものの、小計ではほぼ

横ばいとなっています。 

中学校区ごとの人口を以下の方法（コーホート変化率法）で算出し、積み上げた数値を市全域の人口

推計としています。 

 

①　令和２年（2020 年）4 月 1 日～令和６年（2024 年）4 月１日時点の 5 年分の住民基本台帳人口か

ら各年齢別に翌年の同集団（＋1 歳）の人口との増減率を求め、その平均値を算出 

②　上記の増減率の平均値を、基準とする令和６年（2024 年）4 月 1 日時点の年齢別人口に乗じ、令和

７年（2025 年）～令和 11 年（2029 年）各年齢の推計者数を算出 

③　0 歳児については、令和２年（2020 年）4 月 1 日～令和６年（2024 年）4 月１日時点の 5 年分の

住民基本台帳人口から女性こども比の平均値を算出し、各年に適用 

 

各年 4 月 1 日時点（人） 
 

 
年齢

実績 推計

 令和３年 
（2021 年）

令和４年 
（2022 年）

令和５年 
（2023 年）

令和６年 
（2024 年）

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

 0 歳 852 923 848 858 826 815 808 803 797

 1 歳 952 935 991 937 952 915 904 896 889

 2 歳 1,113 1,007 985 1,028 994 1,011 970 959 950

 小計 2,917 2,865 2,824 2,823 2,772 2,741 2,682 2,658 2,636

 3 歳 1,069 1,157 1,022 1,027 1,077 1,044 1,060 1,017 1,006

 4 歳 1,182 1,102 1,191 1,051 1,064 1,112 1,082 1,097 1,052

 5 歳 1,207 1,200 1,107 1,198 1,066 1,082 1,129 1,101 1,116

 小計 3,458 3,459 3,320 3,276 3,207 3,238 3,271 3,215 3,174

 6 歳 1,258 1,217 1,223 1,125 1,222 1,090 1,106 1,152 1,126

 7 歳 1,304 1,257 1,223 1,226 1,138 1,234 1,101 1,118 1,164

 8 歳 1,294 1,301 1,261 1,215 1,237 1,148 1,244 1,111 1,128

 9 歳 1,357 1,291 1,310 1,270 1,231 1,253 1,164 1,259 1,126

 10 歳 1,385 1,362 1,301 1,312 1,285 1,247 1,267 1,179 1,274

 11 歳 1,327 1,394 1,370 1,303 1,329 1,300 1,262 1,284 1,195

 小計 7,925 7,822 7,688 7,451 7,442 7,272 7,144 7,103 7,013

 合計 14,300 14,146 13,832 13,550 13,421 13,251 13,097 12,976 12,823
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３　量の見込みと提供体制の確保方策の基本的な考え方 

（１）各年度における量の見込みの算定方法　　 

第 2 期計画策定時、人口の推移や令和５年度（2023 年度）に実施した「子育て支援に関するアンケ

ート調査」の回答をもとに国の示す手順を基本として算出した数値と実績値を比較し、適切な量の見込

を算出しました。（詳細はそれぞれの項目に記載）。 

なお、毎年度量の見込みを時点修正するなど、今後の人口増減や保育ニーズ等の実態に適切に対応し

ます。 

 

（２）提供体制の確保方策の実施時期と内容　　 

❶　提供体制の確保方策の実施時期　 

教育保育の利用希望に対応する提供体制の確保については、国が示す「第三期市町村子ども・子育て

支援事業計画」の対象期間最終年度である令和１１年度（2029 年度）末までに対応することをめざし

記載しています。また、地域子ども・子育て支援事業についても、同計画期間中に提供体制を確保でき

るよう、その内容及び実施時期を記載しています。 

 

❷　教育保育の提供体制の確保方策の内容　 

各年度の教育保育の量の見込みに対する提供体制として、以下の教育保育施設・事業などをもって確

保方策の内容としています。 

 

【幼稚園・保育所・認定こども園・地域型保育事業・地域保育園】 

市内に立地する各幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育事業所、地域保育園の利用定員を基本

とする数値を記載しています。 

このうえで、量の見込みを充足する提供体制の確保を図るため、保育利用定員について、定員増を行

う計画としています。 

 

【企業主導型保育事業】 

定員数のうち、事業実施者の従業員等が利用する「従業員枠」とは別に定員の 50％以下で設定が可能

な「地域枠」を提供体制として記載しています。 
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４　教育保育の量の見込みと提供体制の確保方策 

（１）教育保育施設の量の見込みと実施しようとする提供体制の確保方策  

❶　人口推計　 

コーホート変化率法により算出しています。（P.118 参照） 

❷　利用希望率　 

２号認定・３号認定の利用希望率ともに、年々利用希望率が増加しており、今後とも保育ニーズが増

加するものと想定しています。そのため、実績値の傾向を踏まえ、希望率を算出しています。 

また、１号認定の利用希望率については、保育ニーズの増加に伴い、令和 11 年度（2029 年度）ま

で割合の減少が続くものと想定しています。 

❸　量の見込み　 

人口推計と利用希望率を掛け合わせ算出しています。 

❹　確保方策　 

既存の施設定員数と増減を見込む施設の定員数の和のうち、量の見込みを受け入れるのに必要とされ

る数値を示しています。 

❺　確保方策の考え方　 

保育所機能利用の児童について、３号認定児童は、全体として定員の不足は発生しない見込みとなっ

ています。 

２号認定児童は、令和７年度（2025 年度）に民間就学前教育保育施設を 2 施設開設することで、２・

３号認定定員あわせて１４４人の定員増を図ることに加え、各施設が弾力的な運用により定員を超えた

受け入れを行っていることなどから、定員の不足は解消され、待機児童数（国基準）０人を継続する見

込です。 

しかしながら、こどもたちにとってより良い教育保育を提供するためには定員内受入が望ましく、今

後も就学前児童数の減少により利用希望者の大幅な増加が見込めないことや、市全体で 1 号認定定員に

空きが生じている現状などを踏まえ、既存施設を有効活用することにより確保方策を定めます。 

２号認定の定員確保については、次の方策に取り組みます。 

（１）市立認定こども園で空きが生じている1号認定定員を2号認定定員に切り替えることで、定員確

保を図ります。 

（２）私立幼保連携型認定こども園における１号認定定員の2号認定定員への切り替えなどにより、

定員確保を図ります。 

また、令和 10 年度（2028 年度）に開設予定の幼保連携型認定こども園については、令和 7 年度

（2025 年度）の待機児童数や入所保留児童数などを勘案し、定員設定を行っていきます。 

幼稚園機能利用の児童について、量の見込を大きく上回る提供体制となっていることから、必要に応

じて１号認定定員の見直しに取り組みます。 
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年

度

区分 幼稚園機能利用 保育所機能利用

 認定区分 1 号 2 号
合計

2 号 3 号
合計  年齢 3～5 歳 3～5 歳 3～5 歳 0 歳 1・2 歳 小計

 (

参
考)

令
和
６
年
度
（
２
０
２
４
年
度
）【
実
績
】

人口実績（人） 3,276 3,276 858 1,965 2,823 6,099 

 利用希望率 37.8% 13.9% 51.7% 44.7% 17.9% 51.2% 41.1% 43.0%

 実績申込者数（人） 1,240 454 1,694 1,463 154 1,007 1,161 2,624 

 
確
保
方
策
（
人
）

幼稚園・保育所・認定こども園 1,331 1,272 185 780 965 2,237 

 確認を受けない幼稚園 1,240 － － － － －

 地域型保育 － 0 40 143 183 183 

 企業主導型 － 65 30 78 108 173 

 地域保育園 － 46 5 30 35 81 

 計 2,571 1,383 260 1,031 1,291 2,674

 実績に対する 
確保方策の差(人)

0 △80 0 0 0 -

 
年

度

区分 幼稚園機能利用 保育所機能利用

 認定区分 1 号 2 号
合計

2 号 3 号
合計

 年齢 3～5 歳 3～5 歳 3～5 歳 0 歳 1・2 歳 小計

 
令
和
７
年
度
（
２
０
２
５
年
度
）【
見
込
】

人口推計（人） 3,207 3,207 826 1,946 2,772 5,979 

 利用希望率 35.7% 13.9% 49.5% 47.8% 18.0% 52.5% 42.2% 45.2%

 量見込み（人） 1,144 443 1,587 1,532 148 1,021 1,169 2,701 

 
確
保
方
策
（
人
）

幼稚園・保育所・認定こども園 1,250 1,356 197 828 1,025 2,381 

 確認を受けない幼稚園 1,240 － － － － －

 地域型保育 － 0 40 143 183 183 

 企業主導型 － 65 30 78 108 173 

 地域保育園 － 46 5 30 35 81 

 計 2,490 1,467 272 1,079 1,351 2,818 

 量の見込みに対する 
確保方策の差(人)

0 △65 0 0 0 -

 
年

度

区分 幼稚園機能利用 保育所機能利用

 認定区分 1 号 2 号
合計

2 号 3 号
合計  年齢 3～5 歳 3～5 歳 3～5 歳 0 歳 1・2 歳 小計

 
令
和
８
年
度
（
２
０
２
６
年
度
）【
見
込
】

人口推計（人） 3,238 3,238 815 1,926 2,741 5,979 

 利用希望率 33.6% 13.9% 47.5% 49.6% 18.9% 53.7% 43.4% 46.7%

 量見込み（人） 1,087 448 1,535 1,606 154 1,033 1,187 2,793 

 
確
保
方
策
（
人
）

幼稚園・保育所・認定こども園 1,180 1,426 197 828 1,025 2,451 

 確認を受けない幼稚園 1,240 － － － － －

 地域型保育 － 0 40 143 183 183 

 企業主導型 － 65 30 78 108 173 

 地域保育園 － 46 5 30 35 81 

 計 2,420 1,537 272 1,079 1,351 2,888 

 量の見込みに対する 
確保方策の差(人)

0 △69 0 0 0 -

【表の解説】  
・各認定区分において示す利用希望率を毎年度の利用希望者数の割合の目標値とします　 
・企業主導型保育施設の確保方策最大値（地域枠）は各施設の定員の２分の１としています　 
・幼稚園機能を希望する 2 号認定とは、2 号認定のうち、幼稚園の利用希望が強いと想定される人をさします　 
・「幼稚園」では、市立幼稚園の確保方策を「幼稚園機能利用」欄に計上しています　 
・「認定こども園」では、市立及び民間認定こども園の確保方策を、「幼稚園機能利用」「保育所機能利用欄」に計上しています　 
・「確認を受けない幼稚園」では、子ども・子育て支援新制度に移行していない私立幼稚園の確保方策数を、「幼稚園機能利用」欄に計上しています 
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　※　今後、各施設の定員変更などの事情が生じた場合には、数値が変更となる可能性があります。 

 
年

度

区分 幼稚園機能利用 保育所機能利用

 認定区分 1 号 2 号
合計

2 号 3 号
合計  年齢 3～5 歳 3～5 歳 3～5 歳 0 歳 1・2 歳 小計

 
令
和
９
年
度
（
２
０
２
７
年
度
）【
見
込
】

人口推計（人） 3,271 3,271 808 1,874 2,682 5,953 

 利用希望率 31.5% 13.9% 45.4% 51.5% 20.1% 54.7% 44.2% 48.2%

 量見込み（人） 1,030 453 1,483 1,684 162 1,024 1,186 2,870 

 
確
保
方
策
（
人
）

幼稚園・保育所・認定こども園 1,110 1,496 197 828 1,025 2,521 

 確認を受けない幼稚園 1,240 － － － － －

 地域型保育 － 0 40 143 183 183 

 企業主導型 － 65 30 78 108 173 

 地域保育園 － 46 5 30 35 81 

 計 2,350 1,607 272 1,079 1,351 2,958 

 量の見込みに対する 
確保方策の差(人)

0 △77 0 0 0 -

 
年

度

区分 幼稚園機能利用 保育所機能利用

 認定区分 1 号 2 号
合計

2 号 3 号
合計

 年齢 3～5 歳 3～5 歳 3～5 歳 0 歳 1・2 歳 小計

 
令
和

年
度
（
２
０
２
８
年
度
）【
見
込
】

10

人口推計（人） 3,215 3,215 803 1,855 2,658 5,873 

 利用希望率 29.4% 13.9% 43.3% 53.3% 21.4% 55.5% 45.2% 49.7%

 量見込み（人） 945 444 1,389 1,714 172 1,029 1,201 2,915 

 

確
保
方
策
（
人
）

幼稚園・保育所・認定こども園 1,040 1,566 197 828 1,025 2,591 

 確認を受けない幼稚園 1,240 － － － － －

 地域型保育 － 0 40 143 183 183 

 企業主導型 － 65 30 78 108 173 

 地域保育園 － 46 5 30 35 81 

 計 2,280 1,677 272 1,079 1,351 3,028 

 量の見込みに対する 
確保方策の差(人)

0 △37 0 0 0 -

 
年

度

区分 幼稚園機能利用 保育所機能利用

 認定区分 1 号 2 号
合計

2 号 3 号
合計  年齢 3～5 歳 3～5 歳 3～5 歳 0 歳 1・2 歳 小計

 
令
和

年
度
（
２
０
２
９
年
度
）【
見
込
】

11

人口推計（人） 3,174 3,174 797 1,839 2,636 5,810 

 利用希望率 27.3% 13.9% 41.2% 55.1% 23.0% 56.0% 46.0% 51.0%

 量見込み（人） 866 439 1,305 1,749 183 1,030 1,213 2,962 

 
確
保
方
策
（
人
）

幼稚園・保育所・認定こども園 968 1,638 197 828 1,025 2,663 

 確認を受けない幼稚園 1,240 － － － － －

 地域型保育 － 0 40 143 183 183 

 企業主導型 － 65 30 78 108 173 

 地域保育園 － 46 5 30 35 81 

 計 2,208 1,749 272 1,079 1,351 3,100 

 量の見込みに対する 
確保方策の差(人)

0 0 0 0 0 -
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５　地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保方策 

（１）地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと実施しようとする提供体制の確保方策 

①　利用者支援事業　 

【事業概要】 

教育保育や子育て支援にかかる情報提供や相談・助言、関係機関との連絡調整等を行う事業で、以下

の類型に分類されます。 

特　定　型：子育て家庭等からの保育サービスに関する相談に応じ、地域における保育所や多様な

保育サービスに関する情報提供や利用に向けての支援などを行う。 

基　本　型：こども及びその保護者等が、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用

できるよう、身近な場所において、当事者目線の寄り添い型の支援を行う。 

こども家庭センター型：母子保健と児童福祉が連携・協議し一体的な運営を通じて、妊産婦及び乳

幼児の健康の保持及び増進に関する包括的な支援及びすべてのこどもと

家庭に対して虐待への予防的な対応から個々の家庭に応じた支援まで、切

れ目なく対応する。 

【量の見込みの考え方】 

令和６年度（2024 年度）の量の見込みは令和６年度（2024 年度）の実施予定数とし、令和７年度

（2025 年度）以降は利用者の個別ニーズに沿った情報提供や相談を提供する必要性は今後も継続する

ものとしています。 

【確保方策の考え方】 

入園所相談課やこども若者相談センター、保健センター等で、特定型、基本型、こども家庭センター

型の利用者支援事業を実施します。 

 

 

 
年度

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

【参考】 
令和６年 

（2024 年）

 確保方策 4 箇所（延べ） 4 箇所（延べ） 4 箇所（延べ） 4 箇所（延べ） 4 箇所（延べ） 4 箇所（延べ）
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②　延長保育事業　 

【事業概要】 

保育認定を受けた子どもを対象に、認可保育所や認定こども園等で、保育時間を延長して保育を実施

する事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和６年度（2025 年度）の量の見込みは令和２年度（2020 年度）～令和５年度（2023 年度）の平

均値とし、令和７年度（2025 年度）以降は就学前人口の変化と同様に推移するものと想定します。 

【確保方策の考え方】 

時間外保育事業は、各施設に在籍する児童が利用する事業であり、各施設において実質的に定員の設

定を行っておらず、申請に応じてすべての児童が利用します。 

 

 

 

③　放課後児童健全育成事業（留守家庭児童育成クラブ）　 

【事業概要】 

保護者が就業等により昼間家庭にいない小学生を対象に、授業が終わった後や学校の休業期間等にお

いて、適切な遊びや生活の場を提供し、支援員の活動支援のもと児童の健全育成を図る事業です。 

【量の見込みの考え方】 

教育保育施設利用希望者（2 号認定）の 5 歳児と新 1 年生申請者の割合及び 2 年生以上の継続率を基

に、小学校区域ごとに量を見込み算出しています。 

【確保方策の考え方】 

・利用実績において登録児童の出席率は約 8 割であることから、利用登録の上限を定員の２割増として

います。それに加えてクラブ室に余裕がある場合は、施設基準を満たす範囲で増員しています。 

・利用登録定員を超える見込みがあった場合、低学年が優先的に利用できるよう配慮しています。 

・既存の民間留守家庭児童育成クラブへの安定的な運営を支援し、児童の健全育成を図る場を確保しま

す。 

・学校施設を活用した放課後児童居場所づくり事業などと連携し待機児童の解消を図り、児童の放課後

の安全・安心な居場所づくりを進めます。 

 
 

 
年度

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

【参考】 
令和６年 

（2024 年）

 量の見込み① 484 人 484 人 482 人 475 人 470 人 494 人

 確保方策② 484 人 484 人 482 人 475 人 470 人 494 人

 ②‐① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
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◉表の考え方 

留守家庭児童育成クラブは提供区域を市内全域としていますが、確保方策が小学校区ごとと

なり、区域を小学校として示しています。 

 

表の見方は右記のとおりです。 

 

 

 

単位：人 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 令和７年度 
（2025 年度）

 量 確 利 差

申請者数

利用児童数

待機児童数（量－利） 

確保定員

量 確 利 差 量 確 利 差 量 確 利 差 量 確 利 差 量 確 利 差 量 確 利 差

1 571 571 0 542 542 0 575 575 0 608 608 0 614 614 0 536 535 1

2 492 492 0 520 520 0 489 489 0 509 509 0 515 515 0 480 476 4

3 393 393 0 362 362 0 327 327 0 265 265 0 261 261 0 364 349 15

4 223 223 0 193 193 0 169 169 0 170 170 0 143 143 0 237 217 20

5 114 114 0 87 87 0 98 98 0 83 83 0 91 91 0 89 80 9

6 41 41 0 42 42 0 38 38 0 45 45 0 40 40 0 45 38 7

計 1,834 1,834 0 1,746 1,746 0 1,696 1,696 0 1,680 1,680 0 1,664 1,664 0 1,751 1,695 56

1 40 40 0 48 48 0 55 55 0 68 68 0 63 63 0 44 44 0

2 44 44 0 40 40 0 48 48 0 56 56 0 69 69 0 39 39 0

3 33 33 0 37 37 0 33 33 0 12 12 0 4 4 0 42 36 6

4 19 19 0 11 11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13 10 3

5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 5 1

6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

計 136 136 0 136 136 0 136 136 0 136 136 0 136 136 0 145 135 10

1 31 31 0 37 37 0 31 31 0 43 43 0 36 36 0 32 32 0

2 26 26 0 25 25 0 30 30 0 25 25 0 35 35 0 23 23 0

3 19 19 0 21 21 0 20 20 0 24 24 0 20 20 0 18 18 0

4 10 10 0 10 10 0 11 11 0 4 4 0 5 5 0 13 13 0

5 3 3 0 3 3 0 3 3 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0

6 1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0

計 90 90 0 96 96 0 96 96 0 96 96 0 96 96 0 90 90 0

1 43 43 0 34 34 0 32 32 0 46 46 0 30 30 0 55 55 0

2 55 55 0 43 43 0 34 34 0 32 32 0 46 46 0 40 40 0

3 35 35 0 48 48 0 38 38 0 30 30 0 28 28 0 40 40 0

4 29 29 0 26 26 0 35 35 0 28 28 0 22 22 0 22 17 5

5 11 11 0 15 15 0 13 13 0 18 18 0 14 14 0 12 8 4

6 5 5 0 5 5 0 7 7 0 6 6 0 8 8 0 3 2 1

計 178 178 0 171 171 0 159 159 0 160 160 0 148 148 0 172 162 10

1 45 45 0 41 41 0 51 51 0 36 36 0 44 44 0 29 29 0

2 25 25 0 39 39 0 35 35 0 44 44 0 31 31 0 35 35 0

3 29 29 0 19 19 0 13 13 0 19 19 0 24 24 0 18 18 0

4 8 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8 8 0

5 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 6 0

6 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

計 112 112 0 99 99 0 99 99 0 99 99 0 99 99 0 97 97 0

【参考】

令和６年度実績

（2024年度）
区域 学年

令和７年度
（2025年度）

令和8年度
（2026年度）

令和9年度
（2027年度）

令和10年度
（2028年度）

令和11年度
（2029年度）

市
内
全
域

1,912 1,912 1,912 1,912 1,912 1,912

久
代

136 136 136 136 136 136

加
茂

96 96 96 96 96 96

川
西

183 183 183 183 183 183

桜
が
丘

112 99 99 99 99 99
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量 確 利 差 量 確 利 差 量 確 利 差 量 確 利 差 量 確 利 差 量 確 利 差

1 58 58 0 52 52 0 44 44 0 51 51 0 52 52 0 50 50 0

2 44 44 0 51 51 0 46 46 0 39 39 0 45 45 0 53 53 0

3 38 38 0 27 27 0 34 34 0 30 30 0 25 25 0 31 27 4

4 20 20 0 25 25 0 15 15 0 21 21 0 18 18 0 25 25 0

5 10 10 0 8 8 0 12 12 0 5 5 0 8 8 0 5 5 0

6 3 3 0 5 5 0 4 4 0 6 6 0 2 2 0 6 6 0

計 173 173 0 168 168 0 155 155 0 152 152 0 150 150 0 170 166 4

1 55 55 0 63 63 0 55 55 0 55 55 0 53 53 0 59 59 0

2 56 56 0 52 52 0 59 59 0 52 52 0 52 52 0 47 47 0

3 30 30 0 36 36 0 33 33 0 38 38 0 33 33 0 22 22 0

4 15 15 0 18 18 0 22 22 0 20 20 0 23 23 0 31 26 5

5 16 16 0 6 6 0 6 6 0 10 10 0 11 11 0 8 6 2

6 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 0 11 7 4

計 175 175 0 175 175 0 175 175 0 175 175 0 175 175 0 178 167 11

1 32 32 0 33 33 0 38 38 0 39 39 0 41 41 0 26 26 0

2 18 18 0 23 23 0 23 23 0 27 27 0 28 28 0 29 29 0

3 25 25 0 13 13 0 17 17 0 17 17 0 21 21 0 29 29 0

4 20 20 0 16 16 0 7 7 0 10 10 0 10 10 0 11 10 1

5 7 7 0 14 14 0 11 11 0 5 5 0 7 7 0 2 2 0

6 2 2 0 5 5 0 8 8 0 7 7 0 4 4 0 2 2 0

計 104 104 0 104 104 0 104 104 0 105 105 0 111 111 0 99 98 1

1 47 47 0 27 27 0 37 37 0 38 38 0 42 42 0 48 48 0

2 46 46 0 45 45 0 25 25 0 35 35 0 36 36 0 28 28 0

3 23 23 0 39 39 0 38 38 0 20 20 0 30 30 0 33 32 1

4 15 15 0 10 10 0 18 18 0 17 17 0 9 9 0 12 9 3

5 6 6 0 8 8 0 5 5 0 9 9 0 8 8 0 8 7 1

6 2 2 0 2 2 0 2 2 0 1 1 0 3 3 0 1 0 1

計 139 139 0 131 131 0 125 125 0 120 120 0 128 128 0 130 124 6

1 24 24 0 31 31 0 41 41 0 40 40 0 50 50 0 26 26 0

2 23 23 0 22 22 0 27 27 0 28 28 0 18 18 0 15 15 0

3 14 14 0 15 15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13 11 2

4 9 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9 8 1

5 5 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 0

6 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0

計 79 79 0 68 68 0 68 68 0 68 68 0 68 68 0 69 66 3

1 28 28 0 29 29 0 39 39 0 36 36 0 41 41 0 23 23 0

2 24 24 0 29 29 0 29 29 0 32 32 0 27 27 0 24 21 3

3 17 17 0 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14 12 2

4 9 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 3 1

5 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

計 79 79 0 68 68 0 68 68 0 68 68 0 68 68 0 66 60 6

1 17 17 0 12 12 0 12 12 0 10 10 0 12 12 0 14 14 0

2 12 12 0 14 14 0 10 10 0 10 10 0 8 8 0 14 14 0

3 9 9 0 8 8 0 9 9 0 7 7 0 7 7 0 10 10 0

4 5 5 0 5 5 0 4 4 0 5 5 0 4 4 0 0 0 0

5 0 0 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 4 4 0

6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 43 43 0 40 40 0 36 36 0 33 33 0 32 32 0 42 42 0

1 14 14 0 17 17 0 17 17 0 13 13 0 18 18 0 15 15 0

2 17 17 0 16 16 0 19 19 0 19 19 0 15 15 0 19 19 0

3 17 17 0 15 15 0 15 15 0 17 17 0 17 17 0 11 11 0

4 10 10 0 14 14 0 13 13 0 13 13 0 14 14 0 12 12 0

5 9 9 0 8 8 0 11 11 0 10 10 0 10 10 0 7 7 0

6 6 6 0 7 7 0 7 7 0 9 9 0 8 8 0 4 4 0

計 73 73 0 77 77 0 82 82 0 81 81 0 82 82 0 68 68 0

【参考】

令和６年度実績

（2024年度）
区域 学年

令和７年度
（2025年度）

令和8年度
（2026年度）

令和9年度
（2027年度）

令和10年度
（2028年度）

令和11年度
（2029年度）

川
西
北

173 169 169 169 169 169

明
峰

175 175 175 175 175 175

多
田

106 121 121 121 121 121

多
田
東

142 157 157 157 157 157

緑
台

82 68 68 68 68 68

陽
明

82 68 68 68 68 68

清
和
台

48 48 48 48 48 48

清
和
台
南

99 99 99 99 99 99
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量 確 利 差 量 確 利 差 量 確 利 差 量 確 利 差 量 確 利 差 量 確 利 差

1 31 31 0 17 17 0 14 14 0 19 19 0 15 15 0 19 19 0

2 16 16 0 26 26 0 14 14 0 12 12 0 16 16 0 25 25 0

3 22 22 0 13 13 0 22 22 0 12 12 0 10 10 0 19 19 0

4 11 11 0 15 15 0 8 8 0 15 15 0 7 7 0 30 30 0

5 18 18 0 7 7 0 9 9 0 4 4 0 9 9 0 6 6 0

6 3 3 0 9 9 0 4 4 0 5 5 0 2 2 0 3 3 0

計 101 101 0 87 87 0 71 71 0 67 67 0 59 59 0 102 102 0

1 33 33 0 28 28 0 33 33 0 32 32 0 28 28 0 32 31 1

2 32 32 0 33 33 0 28 28 0 33 33 0 32 32 0 41 40 1

3 39 39 0 31 31 0 32 32 0 28 28 0 32 32 0 21 21 0

4 17 17 0 32 32 0 25 25 0 26 26 0 22 22 0 28 27 1

5 20 20 0 12 12 0 23 23 0 16 16 0 18 18 0 9 8 1

6 4 4 0 7 7 0 2 2 0 8 8 0 7 7 0 4 3 1

計 145 145 0 143 143 0 143 143 0 143 143 0 139 139 0 135 130 5

1 56 56 0 60 60 0 64 64 0 69 69 0 78 78 0 47 47 0

2 39 39 0 47 47 0 50 50 0 54 54 0 45 45 0 33 33 0

3 29 29 0 16 16 0 9 9 0 0 0 0 0 0 0 26 26 0

4 13 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 10 0

5 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

計 139 139 0 123 123 0 123 123 0 123 123 0 123 123 0 118 118 0

1 17 17 0 13 13 0 12 12 0 13 13 0 11 11 0 17 17 0

2 15 15 0 15 15 0 12 12 0 11 11 0 12 12 0 15 15 0

3 14 14 0 14 14 0 14 14 0 11 11 0 10 10 0 17 17 0

4 13 13 0 11 11 0 11 11 0 11 11 0 9 9 0 9 9 0

5 3 3 0 5 5 0 4 4 0 5 5 0 5 5 0 9 9 0

6 6 6 0 2 2 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0

計 68 68 0 60 60 0 56 56 0 54 54 0 50 50 0 70 70 0

【参考】

令和６年度実績

（2024年度）
区域 学年

令和７年度
（2025年度）

令和8年度
（2026年度）

令和9年度
（2027年度）

令和10年度
（2028年度）

令和11年度
（2029年度）

け
や
き
坂

122 122 122 122 122 122

東
谷

145 143 143 143 143 143

牧
の
台

139 123 123 123 123 123

北
陵

72 105 105 105 105 105
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④　子育て短期支援事業（ショートステイ）　 

【事業概要】 

保護者の疾病や仕事等により、家庭において養育を受けることが一時的に困難になった児童について、

児童福祉施設等において、短期間児童を預かる事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和６年度（2024 年度）の量の見込みは令和元年度（2019 年度）～令和５年度（2023 年度）の平

均値とし、令和７年度（2025 年度）以降は小学生以下の人口の変化と同様に推移するものと想定しま

す。 

【確保方策の考え方】 

市内に当該事業を実施する児童福祉施設等がないため、近隣市町の施設や里親を活用し、養育が一時

的に困難になった児童や、緊急一時的に保護を必要とする母子を一定期間養育保護することにより、児

童及び家庭の福祉の向上を図ります。 

 

　※延べ人数 
 

⑤　乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問）　 

【事業概要】 

生後 4 か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、乳児及びその保護者の心身の状況ならびに養育

環境の把握・子育てに関する情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭に対しては、専門機関と連携

しながら適切なサービスの提供に結びつける事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和６年度（2024 年度）以降の見込みは推計児童数における各年の０歳児数としています。 

【確保方策の考え方】 

こども若者相談センターの子育てコーディネーターが、生後 4 か月までの乳児のいる全家庭を訪問し、

支援が必要な家庭に対しては適切な子育て支援情報の提供や、専門機関との連携によって対応します。 

 

 
 

 
年度

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

【参考】 
令和６年 

（2024 年）

 量の見込み① 54 人 53 人 52 人 52 人 51 人 54 人

 確保方策② 54 人 53 人 52 人 52 人 51 人 54 人

 ②‐① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

 
年度

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

【参考】 
令和６年 

（2024 年）

 量の見込み 826 件 815 件 808 件 803 件 797 件 858 件
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⑥　養育支援訪問事業　 

【事業概要】 

養育を支援することが特に必要と認められる家庭等に対し、専門的な相談指導・助言を行うほか、出

産前で特に支援が必要と認められる妊婦に対しても同様の支援を行います。 

【量の見込みの考え方】 

令和６年度（2024 年度）の量の見込みは令和２年度（2020 年度）～令和５年度（2023 年度）の平

均値とし、令和７年度（2025 年度）以降は０歳児の人口の変化と同様に推移するものとしています。 

【確保方策の考え方】 

児童虐待の未然防止、早期発見のために関係機関と定期的に情報共有を行い、支援を必要とする家庭

に対しては、保健師や子育てコーディネーター、家庭総合相談員等の訪問による養育相談や支援を行い

ます。 

 

⑦　子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業　 

【事業概要】 

要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整機関職員やネ

ットワーク構成員（関係機関）の専門性やネットワーク機関間の連携を強化し、児童虐待の発生予防や

早期発見、早期対応につなげるための事業です。 

【確保方策の考え方】 

迅速な情報連携のために必要なシステムを構築するほか、調整機関職員や要保護児童対策協議会構成

員が資質向上を図る研修を受講するとともに、児童虐待防止につながる子育て支援等についての講演会

を開催します。 

 

 

 
年度

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

【参考】 
令和６年 

（2024 年）

 量の見込み 81 件 80 件 79 件 79 件 78 件 84 件
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⑧　地域子育て支援拠点事業　 

【事業概要】 

子育て中の保護者とこどもに対して公共施設や保育所等地域の身近な場所で、子育てに関する相談や

情報提供を行いながら、交流する場所を提供する事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和６年度（2024 年度）の量の見込みは令和元年度（2019 年度）～令和５年度（2023 年度）の平

均値（新型コロナによる利用減考慮）とし、令和７年度（2025 年度）以降は令和元年度～令和５年度

（2023 年度）の平均伸び率を適用しています。 

【確保方策の考え方】 

全中学校区に１ヶ所以上設置した市内１３ヶ所の拠点で事業を提供します。 

 

（参考：市内の子育て支援拠点施設） 

※上記拠点のほか、市独自拠点として、出張型のプレイルーム・0歳児交流会を随時行っています（全4か所：令和６年度（2024年度）時点） 

 

 区

域
年度

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

【参考】 
令和６年 

（2024 年）

 全 
域

量の見込み 46,134 人 49,527 人 53,170 人 57,080 人 61,278 人 42,974 人

 確保方策 拠点 13 ヵ所 13 ヵ所 13 ヵ所 13 ヵ所 13 ヵ所 13 ヵ所

 川
西
南

量の見込み 8,737 人 10,163 人 11,774 人 13,589 人 15,629 人 7,478 人

 確保方策 拠点 3 ヵ所 3 ヵ所 3 ヵ所 3 ヵ所 3 ヵ所 3 ヵ所

 川

西

量の見込み 24,305 人 26,386 人 28,530 人 30,729 人 32,983 人 22,288 人

 確保方策 拠点 ５ヵ所 ５ヵ所 ５ヵ所 ５ヵ所 ５ヵ所 ５ヵ所

 明

峰

量の見込み 2,880 人 2,905 人 2,918 人 2,921 人 2,913 人 2,843 人

 確保方策 拠点 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所

 多

田

量の見込み 2,735 人 2,425 人 2,141 人 1,884 人 1,652 人 3,071 人

 確保方策 拠点 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所

 緑

台

量の見込み 501 人 563 人 630 人 702 人 780 人 444 人

 確保方策 拠点 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所

 清
和
台

量の見込み 1,768 人 1,918 人 2,072 人 2,230 人 2,392 人 1,623 人

 確保方策 拠点 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所

 東

谷

量の見込み 5,208 人 5,167 人 5,105 人 5,025 人 4,929 人 5,227 人

 確保方策 拠点 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所 1 ヵ所

 区域 拠点施設名

 川西南 アップルみなみ、アップルかも、久代児童センター

 川西 川西児童館、アステ川西、アップルちゅうおう、こども若者相談センター、タブリエ

 明峰 TSUNAGARI

 多田 アップルただ

 緑台 キオラクラブ

 清和台 まるの間

 東谷 アップルまきのだい
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⑨　一時預かり事業（幼稚園等）　 

【事業概要】 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった園児について、通常の教育時間の前後や長期

休業期間中等、主に昼間において幼稚園等で一時的に預かる事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和６年度（2024 年度）の量の見込みは令和２年度（2020 年度）～令和５年度（2023 年度）の平

均値とし、令和７年度（2025 年度）以降は２号認定及び１号認定の平均伸び率を適用しています。 

【確保方策の考え方】 

当事業を実施する幼稚園等では、在園児の利用希望について、それぞれの園で対応することとなります。 

 

 

⑩　一時預かり事業（保育所、ファミリーサポートセンター等）　 

【事業概要】 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児または幼児について、主として昼間にお

いて、認定こども園・保育所、その他の場所において一時的に預かり、必要な保護を行う事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和６年度（2024 年度）の量の見込みは令和２年度（2020 年度）～令和５年度（2023 年度）の平

均値とし、令和７年度（2025 年度）以降は令和元年度（2019 年度）～令和５年度（2023 年度）の平

均伸び率を適用しています。 

【確保方策の考え方】 

一時預かり事業を、特定教育保育施設及び地域型保育事業所等で実施します。 

  

 

 
年度

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

【参考】 
令和６年 

（2024 年）

 
量

①

1 号認定 4,671 人 5,055 人 5,472 人 5,922 人 6,410 人 4,315 人

 2 号認定 48,280 人 52,256 人 56,559 人 61,216 人 66,258 人 44,607 人

 計 52,951 人 57,311 人 62,031 人 67,138 人 72,668 人 48,922 人

 確保方策② 52,951 人 57,311 人 62,031 人 67,138 人 72,668 人 48,922 人

 ②‐① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

 
年度

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

【参考】 
令和６年 

（2024 年）

 量の見込み① 3,831 人 4,065 人 4,313 人 4,576 人 4,855 人 3,611 人

 
確

②

一時預かり事業 3,507 人 3,722 人 3,949 人 4,189 人 4,445 人 3,306 人

 子育て援助活動 
支援事業

324 人 343 人 364 人 387 人 410 人 305 人

 子育て短期支援事業 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

 ②‐① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
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⑪　病児保育事業　 

【事業概要】 

病気や病気回復期にあり集団保育が困難な児童を、保護者の就労等の理由で保育できない際に、保育

施設等に設置された専用室で預かる事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和６年度（2024 年度）の量の見込みは令和２年度（2020 年度）～令和５年度（2023 年度）の平

均値とし、令和７年度（2025 年度）以降は令和元年度（2019 年度）～令和５年度（2023 年度）の平

均伸び率を適用しています。 

【確保方策の考え方】 

病気やけがの病中から回復期にある児童の保育を実施する本事業は１日あたり３人の定員で実施して

います。増加傾向にある利用ニーズに対しては、独自で実施している企業主導型保育施設とも連携を図

りながら対応に努めます。 

 

⑫　子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター）（就学児）　 

【事業概要】 

子育ての援助をしたい人（協力会員）と援助をしてほしい人（依頼会員）が会員となり、地域の中で助け合

いながらこどもを自宅で預かるなどの子育て援助活動をする組織の会員相互の連絡・調整を行う事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和２年度（2020 年度）・令和３年度（2021 年度）はコロナの影響により減少したと考え、令和６年度

（2024 年度）以降の量の見込みは令和 4 年度（2022 年度）の利用率により、小学生の人口の変化と同様に

推移するものと想定します。 

【確保方策の考え方】 

ファミリーサポートセンターにおける相互援助活動を実施することにより、仕事と育児を両立し安心して働

くことができる環境を整備し、地域の子育て支援を行います。また、預かり中のこどもの安全対策のため、協

力会員への講習会等を実施します。ファミリーサポートセンターについての PR を強化し、相互援助活動を担

う協力会員の確保に努めます。 

 
年度

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

【参考】 
令和６年 

（2024 年）

 量の見込み① 223 人 281 人 345 人 425 人 522 人 186 人

 
確

②

病児保育事業 223 人 281 人 345 人 425 人 522 人 186 人

 子育て援助活動 
支援事業

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

 計 223 人 281 人 345 人 425 人 522 人 186 人

 ②―① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

 
年度

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

【参考】 
令和６年 

（2024 年）

 
量

①

低学年 1,171 人 1,130 人 1,124 人 1,101 人 1,113 人 1,161 人

 高学年 187 人 185 人 180 人 181 人 175 人 189 人

 計 1,358 人 1,315 人 1,304 人 1,282 人 1,288 人 1,350 人

 確保方策② 1,358 人 1,315 人 1,304 人 1,282 人 1,288 人 1,350 人

 ②―① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
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⑬　妊婦に対する健康診査　 

【事業概要】 

母子保健法第 13 条に基づき、妊婦の健康管理の充実と経済的負担の軽減を図るため、必要な回数の妊婦健

康診査を受けられるよう、妊婦健康診査費の助成を実施する事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和６年度（2024 年度）以降の量の見込みは、令和元年度（2019 年度）～令和５年度（2023 年度）の

平均利用率を適用しています。 

【確保方策の考え方】 

産科または婦人科の医療機関及び助産所（国内）において実施した妊婦健康診査費の助成を実施します。 

 

⑭　実費徴収に係る補足給付を行う事業　 

【事業概要】 

各施設事業者において実費徴収を行うことができる①日用品、文房具等または行事への参加に要する

費用、②給食費について、保護者の世帯所得の状況等を勘案し、低所得者の負担軽減を図るため、公費

による補助を行うものです。 

【確保方策の考え方】 

教育保育給付認定のこどもの保護者のうち、生活保護世帯等を対象に、①日用品、文房具等または行

事への参加に要する費用の補助を実施しています。また、令和元年（2019 年度）10 月以降、施設等利

用給付認定のこどもの保護者のうち、年収 360 万円未満相当世帯及び所得にかかわらず、第 3 子以降

を対象に、②給食費のうち副食材料費に要する費用の補助を実施しています。 

 

⑮　多様な事業者の参入促進・能力活用事業　 

【事業概要】 

保育の受け皿拡大や子ども・子育て支援新制度の円滑な施行のためには、多様な事業者の能力を活か

しながら、保育所、地域型保育等の設置を促進していくことが必要です。 

新たに設置・開設した施設が事業を安定的かつ継続的に運営し、利用者との信頼関係を築いていくた

めには一定の期間が必要であることから、新規事業者が事業を円滑に運営していくことができるよう支

援、相談・助言、さらには他の事業者の連携施設のあっせん等を行うものです。 

 

 
年度

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

【参考】 
令和６年 

（2024 年）

 
量

受診者数 1,230 人 1,214 人 1,203 人 1,196 人 1,187 人 1,278 人

 健診回数 9,935 回 9,803 回 9,719 回 9,659 回 9,587 回 10,320 回

 

確保方策

実施場所：産科または婦人科の医療機関及び助産所（国内） 
実施体制：兵庫県内協力医療機関及び助産所で受診…助成券 

兵庫県内協力医療機関及び助産所以外で受診…償還払い 
検査項目：妊婦健康診査にかかる検査項目
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【確保方策の考え方】 

平成 28 年度（2016 年度）から地域型保育事業施設を対象に、事業を円滑に実施していくことがで

きるよう、保育内容や指導法等の総合的な指導を行っています。 
また、地域型保育事業における、連携施設のあっせん等についても、必要に応じて実施できるよう検

討します。 

 

⑯　子育て世帯訪問支援事業　 

【事業概要】 

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラーなどがいる家庭の

養育環境を整え、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を実施し、虐待

リスクなどの高まりを未然に防止するための事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和 7 年度（2025 年度）以降の量の見込は、各年度の全児童数（0～17 歳）に占める対象世帯数に、

推計児童数（0～17 歳）と平均利用日数を乗じて算出しています。 

なお、対象児童数や平均利用日数については、令和 6 年度（2024 年度）の見込みをもとに算出して

います。 

【確保方策の考え方】 

必要時に速やかに利用できるよう、訪問事業の委託先を複数確保します。 

 

⑰　児童育成支援拠点事業　 

【事業概要】 

養育環境等に課題を抱える児童、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、居場所となる場を開設

し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支

援、食事の提供等を行うとともに、状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎを行う等の個々の状況

に応じた支援を包括的に提供することにより、虐待を防止し、児童の最善の利益の保障と健全な育成を

図るための事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和８年度に複数の拠点整備・運営をめざして、制度設計を進めます。 

【確保方策の考え方】 

令和８年度に複数の拠点整備・運営をめざして、制度設計を進めます。 

 

 
年度

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

【参考】 
令和６年 

（2024 年）

 量の見込み① 178 人 177 人 174 人 173 人 171 人 180 人

 確保方策② 178 人 177 人 174 人 173 人 171 人 180 人

 ②‐① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
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⑱　親子関係形成支援事業　 

【事業概要】 

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、講義やグループワ

ーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状況等に応じた情報の提供、相談及び助言を実施

するとともに、同じ悩みや不安を抱えている保護者同士が相互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交

換ができる場を設ける等その他の必要な支援を行うことにより、親子間における適切な関係性の構築を

はかるための事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和 7 年度（2025 年度）以降の量の見込は、各年度の全児童数（0～17 歳）に占める対象世帯数に、

推計児童数（0～17 歳）を乗じて算出しています。 
なお、対象児童数については、令和 6 年度（2024 年度）の見込みをもとに算出しています。 

【確保方策の考え方】 

こども若者相談センターとこども支援課が連携し、講習会などを実施します。 

 

⑲　妊婦等包括相談支援事業　 

【事業概要】 

妊産婦の子育てに関する様々な疑問などに対し、保健師や助産師等の専門職による情報提供等を行い、

必要なサービスにつなげるなど、相談支援を行います。 

【量の見込みの考え方】 

令和 7 年度以降の量の見込は、過去の利用実績（面談数）及び０歳児人数（見込み）を素に算出して

います。 

【確保方策の考え方】 

保健センターの専門職による相談支援等を実施します。 

 

 

 

 

 
年度

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

【参考】 
令和６年 

（2024 年）

 量の見込み① 50 人 49 人 48 人 48 人 48 人 50 人

 確保方策② 50 人 49 人 48 人 48 人 48 人 50 人

 ②‐① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

 
年度

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

【参考】 
令和６年 

（2024 年）

 量の見込み① 1,584 回 1,563 回 1,550 回 1,540 回 1,529 回 1,646 回

 確保方策② 1,584 回 1,563 回 1,550 回 1,540 回 1,529 回 1,646 回

 ②‐①  0 0 0 0 0 0
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⑳　乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）　 

【事業概要】 

保育所その他の内閣府令で定める施設において、乳児又は幼児であって満３歳未満のもの（保育所に

入所しているものその他の内閣府令で定めるものを除く。）に適切な遊び及び生活の場を与えるととも

に、当該乳児又は幼児及びその保護者の心身の状況及び養育環境を把握するための当該保護者との面談

並びに当該保護者に対する子育てについての情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

【量の見込みの考え方】 

国の手引きを参照し、令和５年度に実施した子育て世帯向けのアンケート結果などに基づき、量の見

込等を算出しています。（ひと月あたり「10 時間/人」として算出） 
なお、対象数については、令和 6 年度実績をもとに算出しています。 

【確保方策の考え方】 

令和８年度から制度実施に向けて、国制度を注視しつつ、市内の様々な就学前教育保育施設と連携な

どを図りながら、必要な施設・受入数の確保に取り組みます。 

 

㉑　産後ケア事業　 

【事業概要】 

育児不安や心配事、産後の体調不良などを抱えながらも支援者がいない家庭を対象に、助産師の訪問

や協力医療機関などへの宿泊などを提供することで、専門家からの的確なアドバイスを通じて、これか

らの育児がよりよく過ごせるよう支援する事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和 7 年度以降の量の見込は、過去４年度分の利用実績（延べ日数）をもとに算出しています。 

【確保方策の考え方】 

指定の病院、助産院等と連携し、実施します。 

 
年齢別時間数

令和７年度

（2025年度）

令和８年度

（2026年度）

令和９年度

（2027年度）

令和10年度

（2028年度）

令和11年度

（2028年度）

 〈ひと月あたり必要受入時間数〉 7,224 7,080 7,018 6,961

 ０歳 2,517 2,495 2,480 2,461

 １歳 2,412 2,383 2,361 2,343

 ２歳 2,295 2,202 2,177 2,157

 〈ひと月あたり受入確保時間数〉 - - - -

 ０歳 - - - -

 １歳 - - - -

 ２歳 - - - -

 
年度

令和７年 
（2025 年）

令和８年 
（2026 年）

令和９年 
（2027 年）

令和 10 年 
（2028 年）

令和 11 年 
（2029 年）

【参考】 
令和６年 

（2024 年）

 量の見込み① 820 人 820 人 820 人 820 人 820 人 820 人

 確保方策② 820 人 820 人 820 人 820 人 820 人 820 人

 ②‐① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
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就学前教育保育施設のあり方 

第６章
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１　就学前施設の現状・課題、方向性 

（１）現状・課題 

平成 27 年（2015 年）４月、国において「子ども・子育て支援新制度」が創設され、乳幼児期の教育・

保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上が進められてきました。 

本市においても、市立幼稚園と市立保育所を一体化した幼保連携型認定こども園の整備を進め、４つ

のこども園を開設し、市立幼稚園と市立保育所が長年培ってきた経験とノウハウに基づく、質の高い幼

児教育保育を提供できる環境を整えてきました。 

また、待機児童解消をめざして、民間施設を主軸として定員拡大を進めてきた結果、市立と私立合わ

せて、市内６０の園所（令和６年（２０２４年）４月時点）が本市の就学前教育保育を担う状況となり、

令和４年度（2022 年度）からは、待機児童ゼロを達成しています。 

今後は、乳幼児期における教育保育が「子どもの健全な心身の発達を図りつつ生涯にわたる人格形成

の基礎を培う重要なもの」（幼保連携型認定こども園教育・保育要領）であり、この重要な役割を市内の

すべての就学前教育保育施設がしっかりと果たすことができるよう、市全体として、就学前教育保育の

質の向上を図る必要があります。近年、園所における重大な事件や事故が全国で繰り返し発生しており、

市立・私立に関わらず、こどもの安全を確保するとともに質の高い教育保育が求められています。 

 

（２）就学前教育保育施設の方向性 

質の高い教育保育等を提供するためには、教育保育に関わる保育教諭等の研修や、配慮を要するこど

もに関わる保育教諭等の資質向上などに取り組む必要があります。また、小学校への円滑な接続に向け

て、就学前教育保育施設と小学校等との連携が求められます。 

市のすべて就学前教育保育施設が、質の高い教育保育の提供をめざして互いに学びあうなど連携する

仕組みをつくるために、教育保育の質向上の取り組みの拠点となる施設を位置付けます。 

 

2　 検討経過 

本市では、「川西市子ども・若者未来計画」に基づき、「就学前教育保育に関する質の向上などに関す

る地域の拠点」の具体化に向けた取り組みを進めるため、令和 5 年（2023 年）6 月に、子ども・若者

未来会議に「川西市における就学前教育保育の拠点施設のあり方検討部会」を設置しました。同部会に

おいて、幼児教育保育に携わる専門家など様々な立場から、拠点施設としての機能や役割、具体的な取

り組みなどについて慎重に審議を重ねていただき、令和 5 年（2023 年）12 月に子ども・若者未来会議

から提言書をいただきました。 

同提言書を踏まえ、本市における就学前教育保育の質の向上を進めるために、市立認定こども園が拠

点施設として担う機能や取り組み内容、体制などを示すとともに、拠点施設として位置づけない認定こ

ども園のあり方などについて、「川西市における就学前教育保育の拠点施設のあり方（素案）」として示

しました。 

同拠点施設のあり方素案では、市全体の教育保育の質の向上を図っていくためには、私立・市立の隔

たりなく、すべての就学前教育保育施設を対象とした取り組みが大切であり、市立認定こども園が市教

育委員会と連携を図りつつ、拠点施設としての役割を果たしていくこととしています。 
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３　川西市における就学前教育保育の拠点施設 

（１）拠点施設とは 

本市における就学前教育保育の質の向上を進めるために、すべての施設が連携を深め、相互に協力し、

取り組みを進める必要があります。拠点施設は、就学前教育保育の質の向上という目的に向けて、私立・

市立や施設の種別に関わりなく、すべての就学前教育保育施設と連携・協力しながら、その役割と機能

を果たし、取り組みを進める施設です。 

 

（２）拠点施設が担うべき機能 

拠点施設が担うべき機能は、次の３つの機能を基本とします。 

❶　コーディネート機能　 

拠点施設が中心となり、担当する地域の園所や小学校、関係団体との連携・調整を推進します。（園所

間での研修実施、園所と小学校との連携や接続など） 

❷　シェアリング機能　 

市や市教育委員会がめざす教育保育方針や国・県から示される方針などについて、速やかに周知徹底

及び浸透を図り、市の施設全体が教育保育について共通認識を持ち、ベクトルを合わせた取り組みがで

きるよう導きます。 

❸　セーフティネット機能　 

障がいを持つこどもをはじめ支援が必要なこどもについて、希望する園所での受け入れや教育保育の

質の向上を図るため、先導的な役割を果たします。（経済的に困窮している世帯のこどもや外国にルーツ

をもつこどもなども含む） 

シェアリング機能については、こどもの人権、安全管理や不適切保育の防止など、市のすべての施設

が共通認識しなければならない部分について、求められる教育保育の水準を示し、羅針盤的な役割を果

たしていきます。すべての施設が、幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育･保

育要領に基づき、こどもの最善の利益を考え、こどもと保護者、家庭を支えていくために、拠点施設が

中心となり、取り組みを進めていきます。 

また、シェアリング機能は、教育保育の質の向上の基盤となるところであり、その重要性に鑑み、拠

点施設の取り組みの中心に据えて進めていくとともに、私立園所の特色ある教育保育や独自性などにも

配慮していきます。 

セーフティネット機能については、障がい児など支援が必要なこどもへの教育保育の質の向上を図る

ために、市立園所がこれまで培ってきた経験やノウハウを私立園所と共有するなど、連携をさらに強化

する必要があり、市立園所が先導的な役割を果たしていきます。 

こどもを中心に、保護者･家庭と園所が相互に理解を深めることが、こどもの成長にとって望ましいこ

とから、保護者などに寄り添い、子育て支援の充実に向けた地域環境を整備することも、拠点施設の重

要な役割の一つです。すべての施設が、保護者と一緒にこどもの立場に立った教育保育を考え、保護者

と信頼関係を深めていけるよう、拠点施設の取り組みを検討します。 

これら拠点施設が担うべき３つの機能は切り離すことが出来ないものであり、相互に関連させながら

取り組むことで一層の効果を発揮できるよう検討を進めます。 
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（３）拠点施設として位置づける施設 

市立就学前教育保育施設の果たすべき役割は、 ①教育的役割（一定の質が確保された教育保育を推進

することに加え、こどもたちを取り巻く環境が変化する中で、その時々の社会の状況において求められ

る教育保育に関する研究や実践に、積極的に取り組む役割）、②福祉的役割（保護者の経済的な負担を極

力減らしつつ、様々な困難を抱える家庭や障がい、アレルギー等、特別な支援が必要な児童を受け入れ

るなど、先導的な役割）、③施設間連携（それぞれの施設と各学校との円滑な接続や地域との連携を図る

ため、就学前教育保育施設及び地域型保育事業所、その他の認可外施設間のコーディネーターとしての

役割）としています。 

拠点施設が担うべき３つの機能は、市立就学前教育保育施設の果たすべき役割とほぼ同じ内容となっ

ていること、支援が必要なこどもを市立園所で多く受け入れており、これまで培ってきた経験やノウハ

ウなどを有していることなどから、「市立認定こども園」を拠点施設として位置づけます。 

ただし、将来的に、私立園所が拠点施設としての機能を担う必要性が生じたときには、拠点施設のあ

り方について丁寧に検討を行うこととします。 

 

（４）取組体制 

本市は南北に長い地形であり、拠点施設が担う３つの機能を効果的かつ効率的に発揮するために、市

域を南部・中部・北部の３つのエリアに分けることとします。拠点施設は各エリアの市立認定こども園

が担い、市教育委員会に統括的・調整的機能を置いて、全体の平準化を図る役割を担っていきます。な

お、エリア分けについては「エリアごとの拠点施設配置図」（※P143）のとおりとします。  

さらに、小・中学校との接続や支援が必要なこどもの教育保育については、私立園所と連携して取り

組みを進める上で重要な要素となるため、各エリアに設置する拠点施設が中心となり、私立園所と顔が

見える関係性を築けるような体制を構築していきます。  

なお、拠点施設間において定期的に情報共有する機会を設けるなど、複数設置することの利点を活か

しつつ、拠点施設間で取り組みに大きな違いが生じることなどがないよう仕組みを検討します。 

 

（５）人材の配置及び育成 

拠点施設と市教育委員会が連携を図り、公私園所と密接に関わりを持ちながら取り組みを進めるため

に、人員配置や体制について十分に配慮します。具体的には、質の高い教育保育を実践しながら、拠点

施設が担うべき機能を果たしていくために、原則として、各拠点施設に専任の「（仮称）乳幼児教育保育

アドバイザー」を配置します。各拠点施設の（仮称）乳幼児教育保育アドバイザーには、豊富な教育保

育の経験を有する市の保育教諭等を配置するなど、職員自身の希望やキャリアパスを視野に入れ、人材

の活用に繋げていきます。  

（仮称）乳幼児教育保育アドバイザーがその役割を十分に果たすためには、アドバイザーとしての資

質、能力を高め、安心して専門性を発揮できる環境を整備することが重要であるため、（仮称）乳幼児教

育保育アドバイザーには、教育保育に関する専門性だけでなく、施設種別ごとの運営や特徴を知り、各

施設の多様なニーズに対応し、調整する力が求められます。  

そのため、（仮称）乳幼児教育保育アドバイザーとして実践を積み重ね、経験値を高めていくために、

（仮称）乳幼児教育保育アドバイザーを対象とする研修等の実施やアドバイザー同士が学び合える仕組

みづくりを進めます。また、必要に応じてスーパービジョンを受ける機会を設けることなど、アドバイ

ザーを支える体制について検討を行います。そして、拠点施設の果たすべき具体的な役割とあわせて、

（仮称）乳幼児教育保育アドバイザーが担う業務について検討を進め、その内容を明確にしていきます。  
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また、市教育委員会が担う役割は多岐にわたり、かつ重要なものであるため、原則として、幼保小接

続を担い、拠点施設間の連携や調整、教育保育の質向上を担当する「指導主事」等を配置します。 

さらに、保育教諭の専門性、経験、意欲など保育者のあり方が教育保育の質の向上に大きく影響する

ため、ベテランの保育教諭を核として丁寧に職員を育成していく環境づくりをより一層進めていきます。

保育教諭や（仮称）乳幼児教育保育アドバイザー等については、将来的な見通しを立てたうえで、計画

的に職員を育成するとともに、市立認定こども園が拠点として役割を継続的に果たすためには、保育教

諭の世代別のバランスが重要であることから計画的な職員採用を行うなど、適切な人材の配置と育成に

努めていきます。  

 
（６）市教育委員会及び拠点施設が取り組む内容と体制 

拠点施設の取り組みは、「準備段階 ⇒ 初期段階 ⇒ 展開段階」と段階を経て、計画的に進めることと

します。  

◉各段階に応じた取組内容 

❶　準備段階（令和7年度（2025年）～8年度（2026年度））　 

拠点施設が担うべき３つの機能の共通理解、取り組みの実施に向けて、市教育委員会が主導し、公私

園所と連携し、取り組みプランを整理、見える化します。なお、準備段階では、○公私園所のニーズの

把握など公私の連携、○障がい児支援の取り組み等、既存資源の整理など組織内の連携、○全市でめざ

すビジョンの研究や研修体系の整理、保護者や地域の参画の検討などについて、検討及び実施していき

ます。 

 

❷　初期段階（令和9年度（2027年度）～）　 

拠点施設が果たすべき３つの機能を、各エリアに位置づけた複数の市立認定こども園が担い、エリア

内の各施設と連携を図りながら取り組みを進めます。 

 

❸　展開段階　 

拠点施設を軸とした教育保育の質の向上に向けた体制が着実に機能している段階においては、必要に

応じて取組状況にあわせた拠点施設の見直しを行います。 
 

◉市教育委員会と拠点施設の取組内容 

❶　市教育委員会　 

拠点施設をはじめ市全体の統括的・調整的な役割を担い、特別支援教育、栄養管理、保健医療、危機

管理等の専門的なテーマは、市教育委員会等の各部署に配属されている専門職等と十分な連携を図って

いくこととします。  

また、実効性のある取り組みを進めるため、「準備段階」においては、市教育委員会が主導的な役割を

担いつつ、拠点施設や公私園所、その他関係機関と連携を図りながら進めていくこととします。特に、

本市がめざすビジョンや基底となるカリキュラムの策定については、市教育委員会が主導的役割を果た

しつつ、公私園所はもとより、学識経験者、保護者などが参画する策定委員会を設置するなど、様々な

主体の参画による取り組みを検討します。  
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加えて、それぞれの施設で取り組んでいる幼児教育保育の質の向上に向けた優れた取り組みを、他の

各施設で共有する仕組みや、拠点施設の実践を評価する仕組みの構築についても併せて検討していきま

す。  

さらに、教育保育の質の向上に向けた取り組みについては、拠点施設と連携しながら、保護者や地域、

市民に広く知らせることで、教育保育に多様な主体の参画を促していきます。 

 

❷　拠点施設　 

「初期段階」においては、各拠点施設の（仮称）乳幼児教育保育アドバイザーが中心となり、巡回訪

問や公開保育、合同研修、研究発表などの実施を通して、拠点施設が果たすべき３つの機能（シェアリ

ング機能・セーフティネット機能・コーディネート機能）を担うこととします。  

（仮称）乳幼児教育保育アドバイザーは市教育委員会の指導主事等と連携を密にしながら、国や市の

方針を各エリアでシェアするとともに、各エリアの公私園所の取り組みや実践を市教育委員会と共有す

るなど、双方向の関わりにより教育保育の質を高めていくこととします。  

また、拠点施設には、相談や研修の場所、乳幼児教育保育に関する図書等を備えたコーナーを設置す

るなど、環境面の整備も併せて検討を進めていきます。 

 
（７）拠点施設の配置 

拠点施設の配置にあたっては、小・中学校との接続や連携等を考慮した上で、市域を南部・中部・北

部の３つのエリアに分け、施設数の多い南部エリアと中部エリアについては複数を配置します。  

複数配置をする南部エリアと中部エリアについては、市教育委員会等との窓口的な役割を行う基幹園

を設定することで、効率的･効果的な運用を図っていきます。  

令和 10 年度（2028 年度）に開設をめざしている久代幼稚園と川西南保育所を一体化する認定こど

も園については、南部エリアにはすでに加茂こども園と川西こども園があるため、拠点施設として位置

づけないこととします。 

◉各エリアの拠点施設 

南部　　加茂こども園（基幹園）、川西こども園    （施設数：22） 

中部　　川西北こども園、(仮称)多田こども園【令和 10 年度開設予定】 （施設数：24） 

北部　　牧の台みどりこども園      （施設数：12） 

※施設数…幼稚園、保育所、認定こども園、小規模保育事業所、地域保育園、企業主導型保育事業所 

（令和 6 年（2024 年）4 月時点） 

南部エリアについては、エリア内に２つの拠点施設があることから、加茂こども園を基幹園として設

定し、拠点施設間での役割分担などについて、準備段階で整理・検討を行います。 

中部エリアについては、令和 10 年度（2028 年度）に開設予定の（仮称）多田こども園の運営が安定

するまでの間は、川西北こども園が拠点施設としての役割を担うこととし、その後は（仮称）多田こど

も園を基幹園として設定し、２施設で拠点施設の機能を担うこととします。  

北部エリアについては、施設数は他のエリアと比較して少ないものの、エリアが広いため、中部エリ

アと連携協力するなど必要に応じて取り組みを工夫・検討するものとします。  
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【参考】エリアごとの拠点施設配置図（p20 再掲及び一部加筆） 
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４　拠点施設とならない認定こども園のあり方 

市全体の教育保育の質の向上を図っていくためには、私立・市立の隔たりなく、すべての就学前教育

保育施設を対象とした取り組みが大切であり、市立認定こども園が市教育委員会と連携を図りつつ、拠

点施設としての役割を果たしていきます。 

そのためには、（仮称）乳幼児教育保育アドバイザーの配置をはじめとした人的配置の拡充など、拠点

施設としての機能強化を図り、市全体の教育保育の質の向上に向けた実効性のある取り組みを進めてい

かなければなりません。 

また、今後も待機児童ゼロの継続はもとより、入所保留児童の解消もめざすためには、就学前教育保

育施設を拡充し、定員を増やすことが必要です。しかし、質の向上ならびに定員の拡充を両立させるた

めには、多額の費用が必要です。財源確保は教育保育の質の向上を議論する上で欠かすことの出来ない

重要な観点です。質と量の両立に向けては、私立・市立が互いに役割を担いながら連携して進める必要

があります。 

今後、市立施設は拠点施設を中心とした教育保育の質の向上に向けた取り組みを進めることとし、市

立施設において長年培ってきた経験とノウハウを市全体の教育保育の質向上につなげていきます。 

一方、保育サービスの拡充については、民間による整備・運営を基本的な方針とし、これまで取り組

みを進めてきたことから、今後、拠点施設とならない認定こども園については、民間法人による整備・

運営を進めていきます。 

なお、公私の役割分担により生み出される財源については、拠点施設の機能強化やこども・子育て支

援施策、子育てサービスの充実などに投資することで、こどもたちの幸せにつながる施策を展開してい

きます。 

 

５　市立就学前教育保育施設のあり方 

（１）現在の状況・課題  

❶　市立幼稚園の利用状況　 

いずれも定員に満たず、児童数は減少傾向が続いています。（下表以下の「定員」は利用定員） 

市立幼稚園の利用状況（各年５月１日時点） 
単位：人 

 ※東谷幼稚園は、令和６年度（２０２４年度）は休園 
 

 
施設名 年齢別

令和 2 年度 
(2020 年)

令和３年度 
(2021 年)

令和 4 年度 
(2022 年)

令和５年度 
(2023 年)

令和 6 年度 
(2024 年)

 
久代幼稚園 
（定員90）

4 歳児 22 11 11 11 9

 5 歳児 22 26 10 12 12

 合計 44 37 21 23 21

 
多田幼稚園 
（定員 60）

4 歳児 14 15 5 7 6

 5 歳児 13 16 16 6 12

 合計 27 31 21 13 18

 
東谷幼稚園 
（定員90）

4 歳児 15 13 8 2 0

 5 歳児 14 16 14 8 0

 合計 29 29 22 10 0
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❷　市立保育所の利用状況　 

弾力的な運用により概ね定員を超えた受け入れを行っています。 

市立保育所の利用状況（各年５月１日時点） 
単位：人 

 
❸　市立認定こども園の利用状況　 

２・３号認定については、弾力的な運用により概ね定員を超えた受け入れを行っています。 

市立認定こども園の利用状況（各年５月１日時点） 
単位：人 

   ※ ・網掛け、斜体部分は、市立認定こども園移行前です。 

・前期計画に基づき、２号認定定員の確保を行う観点から、２施設について、１号認定定員

の一部を２号認定定員へ切替えました。（令和 6 年 4 月）変更後の内訳は、加茂こども園

（1 号 155、2・3 号 75）、川西こども園（1 号 55、2・3 号 75）となっています。 

 

❹　課題　 

各施設ともに耐震基準は満たしていますが、整備後約 40～50 年が経過し、施設の老朽化が著し

い状況です。こどもたちの快適な就学前教育保育環境を確保するため、各施設の状況などを踏まえつ

つ、適切な老朽化対策を検討する必要があります。 

 

（２）市立就学前教育保育施設の役割 

１． 教育的役割 

市立就学前教育保育施設は一定の質が確保された教育保育を推進することに加え、こどもたちを

取り巻く環境が変化する中で、その時々の社会の状況において求められる教育保育に関する研究や

実践に、積極的に取り組むことが求められます。 

 
施設名

令和 2 年度 
(2020 年)

令和３年度 
(2021 年)

令和 4 年度 
(2022 年)

令和５年度 
(2023 年)

令和 6 年度 
(2024 年)

 川西南保育所（定員80） 81 81 84 84 85

 小戸保育所（定員 90） 89 84 89 90 88

 多田保育所（定員 110） 112 110 114 117 119

 川西中央保育所（定員 60） 63 69 70 75 75

 
施設名

令和 2 年度 
(2020 年)

令和３年度 
(2021 年)

令和 4 年度 
(2022 年)

令和５年度 
(2023 年)

令和 6 年度 
(2024 年)

 加茂 
こども園

1 号(定員170) 131 122 122 102 97

 2・3 号(定員 60) 79 71 71 72 75

 川西 
こども園

1 号(定員70） 36 44 53 48 42

 2・3 号(定員 60) 78             75 72 74 74

 川西北 
こども園

1 号(定員100) 54 36 53 63 72

 2・3 号(定員 80) 79 74 85 89 87

 牧の台 
みどり 

こども園

1 号(定員70) 72 67 68 69 82

 
2・3 号(定員 60) 69 68 67 67 67
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２． 福祉的役割 

保護者の経済的な負担を極力減らしつつ、様々な困難を抱える家庭や障がい、医療的ケア、アレ

ルギー等、支援が必要な児童を受け入れるなど、先導的な役割を果たす必要があります。特別な支

援を要する児童や困難を抱える家庭等への支援については、希望する施設で就学前教育保育を受け

ることができるよう、私立就学前教育保育施設と連携を図ることが重要です。 

 

３． 施設間連携 

私立・市立の就学前教育保育施設の施設間の連携・協力や、学校等との円滑な接続、地域との連

携を図るため、就学前教育保育施設及び地域型保育事業所、その他の認可外施設間のコーディネー

ターとしての役割を担う必要があります。 

 

（３）市立幼稚園・市立保育所の一体化方針 

久代幼稚園と川西南保育所を一体化した（仮称）川西久代南こども園と多田幼稚園と多田保育所を一

体化した（仮称）多田こども園について、以下のとおり一体化方針を定めることとします。  

幼稚園・保育所の一体化を実施するにあたり、拠点施設を中心に市立施設・私立施設が相互に連携を

深めるとともに、より一層、教育保育の質向上に向けた取り組みを進めていきます。 

 

❶　整備場所　 

施設については、久代幼稚園・川西南保育所、多田幼稚園・多田保育所のいずれの園所も老朽化して

いることから、既存施設の活用は行わず、新設することとします。  

整備場所については、周辺交通などの安全性、教育保育環境、保護者の利便性、在園児への影響など

を総合的に勘案して検討します。  

○（仮称）川西久代南こども園については、市営久代団地跡地（久代 3 丁目地内）に新設 

○（仮称）多田こども園については、多田保育所（東多田 1 丁目 16-20）の敷地に新設 

なお、（仮称）多田こども園については、現施設の建替えのため保育所の仮設園舎が必要となります。

仮設園舎の設置にあたっては、在園児への影響ができるだけ少なくなるよう、設置場所等の検討を進め

ていきます。 

 

❷　定員　 

今後、就学前児童人口の減少及び保育所機能のニーズの増加傾向が続くことが予想されることから、

１号認定は幼稚園入園児童数より少なめに設定することとし、２号・３号認定については、現行の保育

所の定員を基本として検討します。ただし、最終的な定員設定については、待機児童の状況などを勘案

しながら、決定することとします。 

 

❸　整備・運営主体　 

（仮称）川西久代南こども園については、民間法人による整備・運営とします。  

（仮称）多田こども園については、市が整備・運営し、中部の拠点施設とします。 
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❹　開設時期　 

（仮称）川西久代南こども園、（仮称）多田こども園ともに、令和 10 年度（2028 年度）からの開設

をめざし、事業を進めていきます。 

 

（４）市立幼稚園・市立保育所・市立認定こども園の方針 

❶　市立幼稚園　 

市立幼稚園は、入園児童が減少しており、今後も顕著な増加が見込めないことから、市立保育所と統

合して幼保連携型認定こども園に移行します。 

 

❷　市立保育所　 

市立保育所については、市立幼稚園と一体化して幼保連携型認定こども園に移行する施設を除いて、

現状のまま継続して運営します。 

 

 

 

 

 

 施設名 事業計画

 

久代幼稚園

・一体化方針に基づき、取り組みを進めます。 

・令和 10 年度（2028 年度）に、認定こども園開設を予定していることを踏まえ、開設する
まで、原則として園を存続します。 

・今後、1 クラスが 5 人未満となった場合は、複式学級により教育保育を実施するとともに、
2 クラスともに 5 人未満となった場合は、他園所との合同教育保育を実施するなど、カリ
キュラムを工夫することにより、集団教育保育を提供します。

 

多田幼稚園

・一体化方針に基づき、取り組みを進めます。 

・令和 10 年度（2028 年度）に、認定こども園開設を予定していることを踏まえ、開設する
まで、原則として園を存続します。 

・今後、１クラスが 5 人未満となった場合は、複式学級により教育保育を実施するとともに、
2 クラスともに 5 人未満となった場合は、他園所との合同教育保育を実施するなど、カリ
キュラムを工夫することにより、集団教育保育を提供します。

 東谷幼稚園 ・令和６年度（２０２４年度）末をもって閉園

 施設名 事業計画

 
川西南保育所 ・一体化方針に基づき、取り組みを進めます。

 
多田保育所 ・一体化方針に基づき、取り組みを進めます。

 
小戸保育所 ・継続して運営します。

 
川西中央保育所 ・継続して運営します。
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❸　市立認定こども園　 

市立幼保連携型認定こども園については、継続して運営を続け、地域における幼児教育保育及び地域

子育て支援の機能に加え、就学前教育保育の拠点施設として、私立園所等と連携・協力しながら教育保

育の質向上の取り組みを進めます。 

 

 
（５）園区（市立幼稚園・市立認定こども園1号）の見直し　 

就学前児童が減少傾向にある中で、市立・民間施設含め、市内全体で総合的に施設配置のあり方を検

討する観点から、園区（市立幼稚園・市立認定こども園 1 号）の見直しを検討します。 

 
（６）閉園後の施設活用・転用 

閉園後の施設については、「川西市公共施設等総合管理計画」や当該地域住民の意向なども考慮し、ま

ちづくり全体の観点から、施設の活用方法などを検討します。 

 施設名 事業計画

 加茂こども園 

川西こども園 

川西北こども園 

牧の台みどりこども園

・就学前教育保育に関する拠点施設として、継続して運営します。
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計画の推進体制 

第７章
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１　計画の推進に向けて 

（１）推進体制 

本計画は、川西市における総合的なこども施策（子ども・子育て支援、次世代育成支援、子ども・若

者支援、こどもの貧困対策等）にかかる指針であり、推進にあたっては、こどもや子育て支援、教育、

福祉、保健、医療、労働などの分野に関連する部局と十分な連携を図り、全庁において横断的に取り組

むべき個別計画として位置づけています。 

部局間の連携においては、法改正等を踏まえ、母子保健・児童福祉の両部局が連携・協働を深め、一

体的に相談支援を行うことで、すべての妊産婦、子育て世帯、こどもに対して切れ目ない支援を進めま

す。さらに、重層的支援体制により、対象者別の福祉制度を実施しつつ、縦割りを脱して重層的に対象

者やその家族の生活に関する様々な課題に対して包括的な支援を進めることとしています。 

また、本計画に記載している事業は、市の予算編成過程を経て、最終的に市議会の議決を受け実施を

決定することとなりますが、いずれの事業も、本市において重要な事業であることから、市の財政状況

等と整合を図りつつ事業の推進に努めていくこととします。 

（２）関係機関・団体や企業等との連携と協働 

計画の推進にあたっては、行政のほか、民間事業者、NPO 法人、子育て支援団体など、各主体が一体

となって取り組む必要があります。 

本計画の課題解決に向け、継続的かつ充実した支援が行えるよう、それぞれの連携を強化し、協働に

よる多方面からの支援を推進します。 

（３）計画の広報 

計画における施策を着実に実行するため、各事業に関し、各団体が主体的に取り組み、多くの人と情

報を共有し理解を広める必要があります。 

広報にあたっては、広報誌やホームページ、SNS、アプリやチラシなど多様な媒体を活用し、ターゲッ

トを意識した効果的な PR を行うほか、特色ある事業については、積極的にプレスリリースを行います。 

（４）評価指標 

本計画における施策の評価指標を、別表のとおり設定し、PDCA サイクル（※）に沿って施策を実施

し、計画の進行管理を行います。 

※PDCA サイクル…様々な分野・領域における品質改善や業務改善などに広く活用されている 

マネジメント手法で、「計画（Ｐｌａｎ）」、「実行（Ｄｏ）」、「評価（Ｃｈｅｃｋ）」、 

「改善（Ａｃｔ）」のプロセスを順に実施していくものです。 
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【PDCA サイクルの内容】 

 
【別表：評価指標】 

（１）計画全体の評価指標 

 
 

 

 

 

 
№ 指標 方向性※

基準値 
（令和４年度） 

（2022 年度）

目標値 
（令和 11 年度） 

（2029 年度）

根拠等

 
1

「子育てがしやすいまちだ」と思う市民の

割合
49.1％ 73.0％

市民実感調査 

※家族に中学生以下のこ

どもがいる市民対象

 
2 合計特殊出生率 - 1.15 -

女性の年齢 5 歳階級別出生

数÷各年の 10 月 1 日現在

の女性人口

 
3 充実感を持って生きている若者の割合 65.8% 80.0%

市民実感調査 

※29 歳までの市民対象

 内容

 
①計画 

(Plan)

■計画の策定 

各種調査等を通じて市の課題を把握し、必要と思われる施策を設定するとともに、成

果目標や教育保育の提供体制などを定めます。

 ②実行 

(Do)

■計画の実行 

・策定した計画に基づいて施策を進めていきます。

 

③評価 

(Check)

■施策の進捗評価 

・毎年度、成果目標の達成状況や各施策の実績・進捗状況を評価の上、施策実行にお

ける課題や今後の方向性などを把握します。 

・第６章（就学前教育保育施設のあり方）に関しては、進捗をその都度報告すること

とし、継続的・定期的な評価を行います。 

■川西市子ども・若者未来会議での評価報告並びに内容の検討 

・評価結果については、川西市子ども・若者未来会議で報告し、検証や分析を行いま

す。

 

④改善 

(Act)

■評価に基づく施策内容の修正 

・一連の評価を通じて把握した課題等を踏まえ、対応方法の検討や新規事業の立案を

行います。 

■全体評価に基づく中間見直し 

・全体評価の結果を踏まえ、必要な場合は令和９年度（2027 年度）に実施予定の中

間見直しに反映します。
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（２）基本目標等に関係する評価指標 

　　　　　※…矢印は、基準値から目標値をめざすため、 

「上げる」　　　「下げる」　　　　　「現状維持」　　　　　を意味しています。 

 

 
№ 指標 方向性※

基準値 
（令和４年度） 

（2022 年度）

目標値 
（令和 11 年度） 

（2029 年度）

根拠等

 
4

妊娠から出産及び産後の保健・医療サー

ビスについて満足している親の割合
86.1％ 89.0%

乳幼児健康診査時アンケ

ート調査

 5 育児について相談相手のいる親の割合 92.3% 98.0% 同上

 
6 保育所待機児童数（国基準）

0 人 

(R4)
0 人

各年度 4 月 1 日現在の

待機児童数（国基準）

 
7

保育所待機児童数 

（入所保留児に対する定員不足数）

76 人 

(R5)
0 人

各年度 4 月 1 日現在の

入所保留児に対する定員

不足数

 
8 留守家庭児童育成クラブ待機児童数 28 人 0 人

各年度 5 月 1 日現在の

待機児童数

 
9

不登校児童・生徒のうち学校等の学習や生活

に関する支援ができている児童・生徒の割合
35.1% 100.0% 長期欠席報告

 
10

「学ぶこと（わからないことを調べたり、

考えを発表したりすること）が楽しい」と思

う児童・生徒の割合

75.1% 85.0% 全国学力・学習状況調査

 
11

「こども・若者の意見や考えが、社会やま

ちづくりに反映されていると思いますか」に

「反映されている」「少しは反映されてい

る」と思うこども・若者の割合

62.9% 70.0%
市意見表明に関する

アンケート調査



 

 

 



 

 

 

 

 


